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１．はじめに 

  本申請にあたり，新たに制定された「実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 19 日制定）により，

自然災害や重大事故等への対応について，設備及び運用を新たに整備した。 

  これらの島根原子力発電所に関する当社の技術的能力について，「原子力事業

者の技術的能力に関する審査指針(平成16年5月27日，原子力安全委員会決定)」

（ 以下「技術的能力指針」という。） への適合性を示す。 

２．「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針」との対応について 

  島根原子力発電所に関する技術的能力については，次の６項目に分けて説明

する。また，技術的能力指針との対応を併せて示す。 

（１）組織   ⇔ 指針１ 設計及び工事のための組織 

指針５ 運転及び保守のための組織 

（２）技術者の確保   ⇔ 指針２ 設計及び工事に係る技術者の確保 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確保 

（３）経験 ⇔ 指針３ 設計及び工事の経験 

指針７ 運転及び保守の経験 

（４）品質保証活動 ⇔ 指針４ 設計及び工事に係る品質保証活動 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活動 

（５）教育・訓練 ⇔ 指針９ 技術者に対する教育・訓練 

（６）有資格者等の選任・配置 ⇔ 指針 10 有資格者等の選任・配置
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３．技術的能力指針に対する適合性 

  本変更に係る発電用原子炉施設の設計及び工事，並びに運転及び保守（以下

「設計及び運転等」という。）のための組織，技術者の確保，経験，品質保証活

動，技術者に対する教育・訓練及び有資格者等の選任・配置については次のと

おりである。 

（１）組織

本変更に係る設計及び運転等は第１図に示す既存の原子力関係組織にて実

施する。 

これらの組織は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

第43 条の３の24 第１項の規定に基づく島根原子力発電所原子炉施設保安規

定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌に基づき，明確な役

割分担のもとで島根原子力発電所の設計及び運転等に係る業務を適確に実施

する。 

本変更に係る設計及び工事の業務については，大規模な原子力設備工事に

関する設計方針の策定を電源事業本部（原子力管理，原子力安全技術，電源

土木，電源建築）が実施し，本設計方針に基づく，現地における具体的な設

計及び工事の業務については島根原子力発電所において実施する。 

本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及び施設管理に関

する基本的な方針を電源事業本部（原子力管理）が策定し，現地における具

体的な運転及び保守の業務は島根原子力発電所の担当する組織が実施する。

島根原子力発電所の発電用原子炉施設の運転管理に関する業務は発電部（第

一発電，第二発電）が，施設管理に関する業務は技術部（技術，燃料技術），

廃止措置・環境管理部（放射線管理），保修部（保修管理，保修技術，電気，

計装，３号電気，原子炉，タービン，３号機械，土木，建築，ＳＡ工事プロ

ジェクト）が，燃料管理に関する業務は技術部（燃料技術），廃止措置・環境

管理部（放射線管理），発電部（第一発電，第二発電）が，放射線管理に関す

る業務は廃止措置・環境管理部（放射線管理），保修部（計装，３号電気）が，

放射性廃棄物管理に関する業務は技術部（燃料技術），廃止措置・環境管理部

（放射線管理），発電部（第一発電，第二発電）が，緊急時の措置に関する業

務は技術部（技術，燃料技術），発電部（第一発電，第二発電）が実施する。 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子力安全関連業

務の一元化による安全重視の体制を確立するため，本社組織を再編し，原子

力安全維持・向上活動を行う電源事業本部（原子力安全技術）を設置し，原

子力安全に関わる活動の強化を図っている。 

原子力部門における人材育成に関する取組みを強化することを目的に，「電

源事業本部 原子力人材育成センター」を本社組織として設置した。原子力人

材育成センターでは，原子力部門全体（島根原子力発電所，本社）の教育訓

練業務及び原子力部門の要員養成計画の総括業務を行い，社員の計画的な育
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成に取り組んでいる。 

運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適確に対処するた 

め，発電所長（原子力防災管理者）を緊急時対策本部長（以下「本部長」と

いう。）とした原子力防災組織を構築し対応する。本部長が緊急時体制を発令

した場合は緊急時対策本部を設置し，平時の業務体制から速やかに移行する。 

島根原子力発電所の原子力防災組織を第２．１図，本社の原子力防災組織

を第２．２図に示す。 

島根原子力発電所の原子力防災組織は，島根原子力発電所及び島根原子力

発電所に常駐する本社組織所属の技術系社員（以下「技術者」という。），事

務系社員及び協力会社社員により構成され，業務所掌に基づき原子力災害の

発生又は拡大の防止に加え，緩和するために必要な活動を行う。自然災害又

は重大事故等が発生した場合は，緊急時対策要員にて初期活動を行い，発電

所外から参集した緊急時対策要員を加えて島根原子力発電所の原子力防災組

織が構成され，役割分担に応じて対応する。また，自然災害と重大事故等の

発生が重畳した場合においても，原子力防災組織にて適確に対応する。本社

の原子力防災組織は，原子力部門のみでなく関係する他部門も含めた全社（全

社とは，中国電力株式会社及び中国電力ネットワーク株式会社のことをいう。）

での体制となっており，重大事故等の拡大防止を図り，事故により放射性物

質を環境に放出することを防止するために，特に中長期の対応について緊急

時対策本部の活動を支援する。 

発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会として，原子

力発電保安委員会を本社に，発電用原子炉施設の保安運営に関する重要事項

を審議する委員会として，原子力発電保安運営委員会を発電所に設置してい

る。原子力発電保安委員会は，原子炉設置変更許可申請書又は保安規定の変

更等に関する事項を審議し，原子力発電保安運営委員会は，島根原子力発電

所が所管する社内規定類の変更方針，原子炉設置変更許可申請を要する保全

工事等，設計及び工事計画認可申請・届出を要する保全工事等に関する事項

を審議することで，役割分担を明確にしている。 

（２）技術者の確保

ａ．技術者数 

令和２年７月１日現在，電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，

原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者（業

務出向者は除く。）数は，687 名であり，そのうち，10 年以上の経験年数

を有する管理者が 90 名在籍している。また，島根原子力発電所及び島根原

子力発電所に常駐する本社組織所属の技術者の人数は 482 名である。 

ｂ．有資格者数 

令和２年７月１日現在，電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，

原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の有資格者
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の人数は次のとおりであり，そのうち島根原子力発電所及び島根原子力発

電所に常駐する本社組織所属の有資格者の人数を括弧書きで示す。 

原子炉主任技術者 20 名（７名） 

第一種放射線取扱主任者 84 名（40 名） 

第一種ボイラー・タービン主任技術者 15 名（14 名） 

第一種電気主任技術者  ９名（７名） 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者 20 名（20 名） 

また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等の対応として原子炉

への注水等を行うこととしており，大型自動車等の資格を有する技術者も

確保している。 

  電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土

木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者及び有資格者の人数を第１

表に示す。現在，確保している技術者数にて本変更に係る設計及び運転等

の対応が可能であるが，今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確

保し，円滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ技術者を確保し，

必要な教育及び訓練を行うことにより継続的に育成し，各工程において必

要な技術者及び有資格者を配置する。 

  電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術）におい

ては，各専門分野を産業界全体の最高レベルに到達させるため，管理者自

らがパフォーマンス目標に対するギャップを把握し，解決すべき問題点等

を明確とするとともに，発電所への指導・助言（オーバーサイト）を行う

活動を開始しており，これにより，パフォーマンスを向上させることを目

指している。 

（３）経験

当社は，昭和 31 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準備等を進めると

ともに，技術者を国内及び国外の原子力関係諸施設へ多数派遣し，技術的能

力の蓄積に努めている。 

また，昭和 49 年３月に沸騰水型軽水炉（以下，「ＢＷＲ」という。）を採用

した島根原子力発電所１号炉の営業運転を開始して以来，計２基の原子力発

電所を有し，平成 29 年４月に廃止措置に着手した１号炉を除き，今日におい

て１基の原子力発電所を有している。 

なお，３号炉についても平成 17 年 12 月に建設工事に着工している。 

原子力発電所 原子炉熱出力(MW) 営業運転の開始 
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島根１号炉 1,380 昭和 49 年３月 29 日 

（平成 29 年４月 19 日廃止措置計画認可） 

２号炉 2,436 平成元年 ２月 10 日 

３号炉 3,926 （平成 17 年 12 月着工） 

当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及び工事を通して

豊富な経験を有し，技術力を維持している。また，営業運転開始以来，計２

基の原子力発電所において，約 45 年に及ぶ運転並びに島根原子力発電所１号

炉での廃止措置を行っており，運転及び保守について十分な経験を有してい

る。 

本変更に関して，設計及び工事の経験として，島根原子力発電所において

平成19年から平成20年にかけて，非常用炉心冷却系ストレーナの取替工事，

平成 22 年から平成 24 年にかけて，原子炉再循環系配管の取替工事等の設計

及び工事を順次実施している。 

また，耐震安全性向上工事として，平成 21 年からは残留熱除去系配管等の

支持構造物，原子炉建物屋根トラス，原子炉建物天井クレーン，燃料取替機

等について設計及び工事を実施している。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大事故等の事故状

況下においても復旧を迅速に実施するため，可搬型重大事故等対処設備の操

作訓練はもとより，普段から知識・技能の向上を図り，緊急時に社員自らが

直営で実施できるよう取組みを行っている。 

更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対策として，再循

環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿入設備の追加，原子炉又は格納

容器への代替注水設備の追加，原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント

設備の追加及び非常用電源のユニット間融通設備の追加を検討し，対策工事

を実施している。また，経済産業大臣の指示に基づき実施した緊急安全対策

により，高圧発電機車，消防ポンプ等の配備に関する設計検討を行い，対策

工事を実施している。 

運転及び保守に関する社内規定類の改正対応や習熟訓練による運転の知

識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経験を継続的に積み上げている。

また，運転の経験として，当社で発生したトラブル対応や国内外のトラブル

情報の水平展開要否に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識に

ついても継続的に積み上げている。 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分に有しており，

今後も継続的に経験を積み上げていく。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準を超える事象

が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を放出させるという

深刻な事故となった。 
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これを踏まえ，従来の安全対策に対する考え方を見直し，経営トップのコ

ミットメントのもと，原子力リスクマネジメントを強力に推進していくため

の社内体制の整備・強化を図ることとし，平成 26 年６月 13 日に「原子力安

全に係るリスクマネジメント体制の強化について」を公表した。本取組みを

着実に実施し，定着させていくことにより，常に現状に満足することなく，

更なる安全レベルの向上，さらには，安全を第一に考える安全文化の浸透を

図っていく。 

（４）品質保証活動

当社における設計及び運転等の各段階における品質保証活動は，原子力発電

所の安全を達成，維持及び向上させるために，「原子力施設の保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」に従い，健全な安全文化

を育成し及び維持するための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対する意識

の向上を図るための活動を含めた品質マネジメントシステムを確立し，実施し，

評価確認し，継続的に改善している。 

この品質マネジメントシステムに基づき品質保証活動を実施するための基

本的実施事項について，品質マニュアルとして「保安規定第３条（品質マネジ

メントシステム計画）」，「原子力品質保証規程」，「原子力品質保証細則」及び

「原子力安全管理監査細則」に定めている。 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な品質保証活動

を行う体制が適切に構築されていることを以下に示す。 

なお，本申請における設計及び運転等の各段階における品質保証活動のうち，

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質，核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律に基づき変更認可された発電

用原子炉施設保安規定の施行までに実施した活動については，「原子力発電所

における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ4111-2009）」及び「実用発電用

原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及び

その検査のための組織の技術基準に関する規則」に従い実施している。 

ａ．品質保証活動の体制 

当社における品質保証活動は，業務に必要な社内規定を定めるとともに，

文書体系を構築している。品質保証活動に係る文書体系を第３図に示す。 

品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップマネジメント）と

し，実施部門である電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安

全技術，電源土木，電源建築，燃料），島根原子力発電所及び調達本部，並

びに実施部門から独立した監査部門である内部監査部門（以下「各業務を主

管する組織」という。）で構築している。 

各業務を主管する組織の長は，社内規定に基づき，責任をもって個々の業

務を実施し，評価確認し，要求事項への適合及び品質マネジメントシステム
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の実効性を実証する記録を作成し管理する。 

社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トップマネジメント）

として原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，品質マネジメントシ

ステムを確立し，実施し，評価確認し，実効性を維持することの責任と権限

を有し，品質方針を設定している。この品質方針は，東京電力株式会社福島

第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，「確実な品質保証活動を主体的に行

うことで，世界最高水準の原子力安全を目指す」という決意のもと，安全の

確保，品質の向上，企業倫理の浸透，透明性の確保を基本として活動するこ

とを表明しており，原子力の安全を確保することの重要性が組織内に伝達さ

れ，理解されることを確実にするとともに，要員が健全な安全文化を育成し

及び維持することに貢献できるようにするため，組織全体に周知している。 

実施部門の各業務を主管する組織の長は，品質マニュアルに従いマネジメ

ントレビューのインプットに関する情報を評価確認し，作成し，実施部門の

管理責任者である電源事業本部長は，その情報をとりまとめ，評価確認し，

マネジメントレビューのインプットとして社長へ報告する。また，内部監査

部門長は，監査部門の管理責任者として，実施部門から独立した立場で内部

監査を実施し，評価確認し，監査結果をマネジメントレビューのインプット

として社長へ報告する。 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメントシステムの有

効性をレビューし，マネジメントレビューのアウトプットを決定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプットを基に各

業務を主管する組織の長に必要な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウトプットに対

する処置事項及び品質保証活動の実施状況を評価確認し，次年度の年度業務

計画に反映し，活動している。また，管理責任者はそれらの状況を確認して

いる。 

電源事業本部長は，実施部門管理責任者として，各部所に共通する事項で

ある品質マニュアル等の社内規定の改訂に関する事項，品質方針の変更提案，

マネジメントレビューのインプット及びアウトプットに基づく品質マネジ

メントシステムが実効性のあることを評価する。また，島根原子力発電所及

び本社の各部所においては，各部所長を主査とするレビューを実施し，実施

部門における品質保証活動に基づく社内規定の改訂に関する事項，年度業務

計画（品質目標）及び実施部門管理責任者レビューのインプットに関する情

報等をレビューする。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメントレビューへの

インプットとしているほか，品質目標等の業務計画の策定／改訂，社内規定

の制定／改訂等により業務へ反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向上させるために，

本社の原子力品質保証委員会では，実施部門の品質マネジメントシステム活
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動の実施状況の評価及び管理に関する事項等を審議し，品質マネジメントシ

ステムが実効性のあることを評価するとともに，その結果を業務に反映させ

る。また，島根原子力発電所の品質保証運営委員会では，島根原子力発電所

における品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及び管理に関す

る事項等を審議し，品質マネジメントシステムが実効性のあることを評価す

るとともに，その結果を業務に反映させる。 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関しては，本社

にて保安規定第６条に基づく原子力発電保安委員会を，また，発電用原子炉

施設の保安運営に関する具体的重要事項に関しては，発電所にて保安規定第

７条に基づく原子力発電保安運営委員会を開催し，その内容を審議し，審議

結果は業務へ反映させる。 

ｂ．設計及び運転等の品質保証活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を品質マニュアルに従い，発

電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に基づく

重要性を基本とした品質マネジメントシステム要求事項の適用の程度に応

じて管理し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品及び役務

を調達する場合は，供給者において品質保証活動が適切に遂行されるよう要

求事項（原子力規制委員会の職員による工場等への立入りに関することを含

む。）を提示し，製品及び役務やその重要度等に応じたグレード分けに従い

調達管理を行う。なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当

該業務に係る調達要求事項を追加している。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を満足している

ことを，検査及び試験等により検証する。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行するため，品質

マニュアルに従い，関係法令等の要求事項を満足するよう個々の業務を計画

し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品及び役務を調達す

る場合は，設計及び工事と同様に管理する。 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不適合が発生した

場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を特定した上で，原子力安全

に対する重要性に応じた是正処置を実施する。また，製品及び役務を調達す

る場合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行されるように要求事項

を提示し，不適合が発生した場合には，各業務を主管する組織の長はその実

施状況を確認する。 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活動に関する

計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を構

築している。 
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（５）教育・訓練

技術者は，原則として入社後一定期間，島根原子力発電所等において，原

子力発電所の仕組み，発電所各系統の構成機器に関する基礎知識及び安全衛

生に関する基礎知識等の教育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識を

習得する。 

技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほか，国内の原子

力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練センター，一般社団法人原子力安全推

進協会及び東京大学大学院工学系研究科原子力専攻等）において，各職能，

目的に応じた実技訓練や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技

能の習得及び習熟に努める。 

また，島根原子力発電所においては，原子力安全の達成に必要な技術的能

力を維持・向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，教育内容，教育

時間及び教育実施時期について教育の実施計画を策定し，それに従って教育

を実施する。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準を超える事象

が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を放出させるという

深刻な事故となったことを踏まえ，重大事故等対処設備に関わる知識・スキ

ルの習得に併せて，プラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，

保守に精通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者を育

成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取組みも進めている。 

本変更に係る業務に従事する技術者，事務系社員及び協力会社社員に対し

ては，各役割に応じた自然災害等発生時，重大事故等発生時の対応に必要と

なる技能の維持と知識の向上を図るため，計画的，かつ継続的に教育・訓練

を実施する。 

また，教育・訓練を統括的に管理する原子力人材育成センターを設置し，

原子力部門全体の技術力向上に取り組む。 

（６）有資格者等の選任・配置

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者のうち，発

電用原子炉施設の工事又は施設管理に関する業務，運転に関する業務，設計

に係る安全性の解析及び評価に関する業務，燃料体の設計又は管理に関する

業務の実務経験を３年以上有する者の中から職務遂行能力を考慮した上で発

電用原子炉ごとに選任する。 

発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し保安の監督を

誠実かつ最優先に行い，保安のための職務が適切に遂行できるよう独立性を

確保するために，発電所長の人事権が及ばない電源事業本部長が選任し配置

する。 

発電用原子炉主任技術者を他の職位（職務）と兼務させる場合，平常時及

び非常時において，その職位（職務）に基づく判断と発電用原子炉主任技術
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者としての保安の監督を誠実に行うための判断が相反する立場になることが

予想される職位（職務）への配置は除く。 

発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施設の運転に関

し保安上必要な指示ができるよう，代行者を発電用原子炉主任技術者の選任

要件を満たす課長以上の職位から選任し，職務遂行に万全を期している。 

運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準に適合した者の中から選任

し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責任者である当直長の職位として

いる。 
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第１表 電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術， 

電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者の人数 

（令和２年７月 1 日現在） 

技術者 
の 

総人数 

技術者
のうち
管理者
の人数 

技術者のうち有資格者数 

原子炉
主任技
術者有
資格者
の人数 

第 1種 
放射線
取扱主
任者有
資格者
の人数 

第 1種 
ﾎﾞｲﾗｰ･
ﾀｰﾋﾞﾝ
主任技
術者有
資格者
の人数

第 1種 
電 気 
主任技
術者有
資格者
の人数 

運転責
任者の
基準に
適合し
た者の
人数 

本 

社 

電源事業本部 
(原子力品質 
保証，原子力 
管理，原子力
安全技術） 

172 25 
(25) 14 47 1 2 1 

電源事業本部 
(電源土木， 
 電源建築） 

50 13 
(13) 0 0 0 0 0 

島 根 原 子 力 
発 電 所 

465 
[17] 

52 
(52) 
[3] 

6 
[1] 

37 
[3] 

14 
[0] 

7 
[0] 

19 
[1] 

合  計 687 90 
(90) 20 84 15 9 20 

(  ) 内は，管理者のうち，技術者としての経験年数が10年以上の人数を示す。 

[ ] 内は，島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の人数を示す。 
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第 1 図 原子力関係組織図（令和２年９月 25 日現在） 
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第２．１図 原子力防災組織（島根原子力発電所） 

（新規制基準として申請している組織を示す） 

※４

※１　本部員含む ①：意思決定・指揮
※２　火災発生時以外は復旧班員として活動を行う。 ②：情報収集・計画立案
※３　火災発生時は自衛消防隊として活動を行う。 ③：復旧対応
※４　１，２号炉含め本体制にて対応するが，１号炉については ④：プラント監視対応

必要な措置を講じるまでに時間的余裕があるため，２号炉 ⑤：対外対応
対応を優先する。 ⑥：情報管理

⑦：ロジスティック・リソース管理
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第２．２図 原子力防災組織（本社） 
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第３図 品質保証活動に係る文書体系（令和２年９月 25 日現在） 
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添付資料 

本添付資料は，島根原子力発電所２号炉に関する技術的能力について， 

技術的能力指針への適合性に係る詳細事項を示す。 
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（１）組織

指針１ 設計及び工事のための組織 

  事業者において，設計及び工事を適確に遂行するに足りる，役割分担が明確

化された組織が適切に構築されていること。① 

【解説】 

１）「設計及び工事」の範囲は，当該事業の許可等に係る使用前検査に合格

するまでをいう。但し，廃棄の事業のうち廃棄物埋設の事業については使

用前検査の制度がないことから，当該許可等に係る最初の廃棄体を受け入

れ施設に受け入れる時点より前をいう。 

２）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて構築する方針

が適切に示されている場合を含む。 

指針５ 運転及び保守のための組織 

  事業者において，運転及び保守を適確に遂行するに足りる，役割分担が明確

化された組織が適切に構築されているか，又は構築される方針が適切に示され

ていること。② 

【解説】 

１）「運転及び保守」の範囲は，当該事業の許可等に係る使用前検査に合格

し，施設の使用を開始した後をいう。但し，廃棄の事業のうち廃棄物埋設

の事業については使用前検査の制度がないことから，当該許可等に係る最

初の廃棄体を受け入れ施設に受け入れた時点以降をいう。 

２）「組織」には，施設の保安に関する事項を審議する委員会等を必要に応

じて含むこと。 

 本変更に係る設計及び工事，並びに運転及び保守（以下「設計及び運転等」と

いう。）を適切に遂行するに足りる，役割分担が明確化された組織が適切に構築さ

れていることを以下に示す。 

ａ．本変更に係る設計及び運転等は別紙１－１に示す既存の原子力関係組織にて

実施する。 

  これらの組織は，別紙１－２に示す組織規程，別紙１－３に示す「核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 43 条の３の 24 第１項の規

定に基づく島根原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）

等で定められた業務所掌に基づき，明確な役割分担のもとで島根原子力発電所
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の設計及び運転等に係る業務を適確に実施する（①－１，①－２，②－１，②

－２）。 

ｂ．本変更に係る設計及び工事の業務における役割分担については，組織規程及

び保安規定に定められた業務所掌に基づく考え方※１により，設計方針を電源事

業本部（原子力管理・原子力安全技術・電源土木・電源建築）にて定め，本設

計方針に基づく，現地における具体的な設計及び工事の業務は島根原子力発電

所において実施することとし，工事毎に担当する組織を決定している。 

※１ 業務所掌の考え方：大規模な原子力設備工事（発電用原子炉設置変更

許可申請を伴う工事，原子力発電設備の新増設工事等）に関する実施計

画，設計及び仕様の策定等に関する業務については，電源事業本部（原

子力管理・原子力安全技術・電源土木・電源建築）にて設計方針として

定め，本設計方針に基づく，現地における具体的な設計及び仕様の策定

に関する業務については島根原子力発電所にて実施する。その他の工事

における実施計画，設計及び仕様の策定等に関する業務については，島

根原子力発電所の各課にて実施する。 

現地における工事に関する業務は，電源事業本部（原子力管理・原子

力安全技術・電源土木・電源建築），又は島根原子力発電所で策定した実

施計画，設計及び仕様に基づき，島根原子力発電所の各課にて実施する

（①－１，①－２）。

ｃ．本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及び施設管理に関す

る基本的な方針を電源事業本部（原子力管理）にて策定し，現地における具体

的な運転及び保守の業務は，別紙１－３に示す保安規定に定められた業務所掌

に基づき実施する。島根原子力発電所における発電用原子炉施設に係る業務所

掌は下記のとおり（②－１，②－２）。 

・運転管理に関する業務

燃料技術，放射線管理，第一発電，保修管理，電気，計装，原子炉，タ

ービン 

・施設管理に関する業務

技術，燃料技術，放射線管理，保修管理，保修技術，電気，計装，原子

炉，タービン，土木，建築，ＳＡ工事プロジェクト 

・燃料管理に関する業務

燃料技術，放射線管理，第一発電 

・放射線管理に関する業務

放射線管理，計装 

・放射性廃棄物管理に関する業務
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燃料技術，放射線管理，第一発電 

・緊急時の措置に関する業務

技術，燃料技術，第一発電 

  各課は，課長が業務の遂行管理及び品質マネジメントシステムの実施を適正

に行うことができる管理単位として定めている。 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子力安全関連業務

の一元化による安全重視の体制を確立するため，本社組織を再編し，原子力安

全維持・向上活動を行う電源事業本部（原子力安全技術）を平成 24 年６月 27

日に設置し，原子力安全に関わる活動の強化を図っている。 

  原子力部門における人材育成に関する取組みを強化することを目的に，「電源

事業本部 原子力人材育成センター」を本社組織として平成 29 年 10 月１日に設

置した。 

  原子力人材育成センターでは，原子力部門全体（島根原子力発電所，本社）

の教育訓練業務及び原子力部門の要員養成計画の総括業務を行い，社員の計画

的な育成に取り組んでいる。 

ｅ．運転及び保守の業務のうち原子力防災業務について，自然災害や重大事故等

にも適確に対処するため，発電所長（原子力防災管理者）を本部長とした原子

力防災組織を構築し対応する。 

  本部長が緊急時体制を発令した場合は緊急時対策本部を設置し，平時の業務

体制から速やかに移行する。 

  原子力防災組織の全体像を別紙１－４に示す（②－３）。また，本社及び島根

原子力発電所における原子力防災組織及び具体的な業務内容は，別紙１－５に

示す「島根原子力発電所原子力事業者防災業務計画」のとおりである（②－４，

②－５）。

（ａ）島根原子力発電所における原子力防災組織 

発電所における原子力防災組織は，その基本的な機能として，①意思決定・

指揮，②情報収集・計画立案，③復旧対応，④プラント監視対応，⑤対外対

応，⑥情報管理，⑦ロジスティック・リソース管理を有しており，①の責任

者として本部長が当たり，②～⑦の機能ごとに責任者として「統括」を置い

ている。さらに，「統括」の下に機能班を配置し，それぞれの機能班に「班長」

を置いている。 

原子力防災組織の活動にあたり，各機能の責任者は情報収集を進め，それ

らの結果を踏まえ当面の活動目標を設定する（戦略会議の開催）。 

あらかじめ定める要領等に記載された手順の範囲内において，本部長の権

限は各統括又は各班長に委譲されており，各統括及び各班長は上位職の指示

を待つことなく，自律的に活動する。 
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島根原子力発電所の原子力防災組織は，島根原子力発電所及び島根原子力

発電所に常駐する本社組織所属の技術系社員（以下「技術者」という。），事

務系社員及び協力会社社員により構成され，発電所長（原子力防災管理者）

を本部長とし，発電用原子炉主任技術者，統括の他，10 種類の機能班で構成

される（②－３）。各班は，業務所掌に基づき原子力災害の発生又は拡大の防

止に加え，緩和するために必要な活動を行う（②－６）。原子力災害への移行

時には，本社原子力防災組織と連携するとともに，外部からの支援を受ける。

各機能班の業務内容は，原子力災害の発生又は拡大を防止するために必要な

活動を整理し，原子力防災訓練の実績等を踏まえ，各統括の指揮の下，適正

に活動を行うことができる管理単位としている。 

自然災害又は重大事故等が発生した場合は，緊急時対策要員にて初期活動

を行い，発電所外から参集した緊急時対策要員を加えて島根原子力発電所の

原子力防災組織が構成され，役割分担に応じて対応する。また，自然災害と

重大事故等の発生が重畳した場合においても，原子力防災組織にて適確に対

応する。 

（ｂ）本社における原子力防災組織 

本社における原子力防災組織の体制は，各班の職務をあらかじめ定め，役

割分担を明確にしている（②－５）。 

本社における原子力防災組織は，業務所掌に基づき，島根原子力発電所で

原子力災害が発生した場合において島根原子力発電所が実施する事故対応の

支援，復旧資機材の確保，要員の派遣及び社外への支援要請等を行う（②－

７）。 

島根原子力発電所及び本社における原子力防災組織は情報共有を行い，支

援，報告が必要な場合には，別紙１－５に示すとおり情報管理班及び統括班

を経由して実施する（②－５）。 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故時において実施された原子力災

害対策活動の実績を踏まえ，原子力防災組織は，島根原子力発電所の原子力防

災組織及び原子力災害対策活動を支援する組織の機能充実を図るため，別紙１

－６に示す考え方を踏まえ以下のような改善を行う。 

（ａ）重大事故等の収束に向けた原子力防災管理者等の役割の明確化，原子力防

災組織の増員及び発電用原子炉主任技術者の原子力防災組織内における位置

付けの明確化 

（ｂ）原子力事業所災害対策支援拠点に関する事項（候補地の選定，必要な要員

及び資機材の確保） 

（ｃ）原子力緊急事態支援組織に関する事項（他の原子力事業者と共同で組織を

設置，定期的な訓練の実施，組織のさらなる拡充に向けての検討） 

（ｄ）シナリオ非提示型の原子力防災訓練の実施 
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  今後も原子力防災訓練の評価結果等を踏まえ，さらなる検討，改善を行って

いく。 

ｇ．発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会として，原子力

発電保安委員会を本社に設置している。また，発電用原子炉施設の保安運営に

関する重要事項を審議する委員会として，原子力発電保安運営委員会を発電所

に設置している。 

  原子力発電保安委員会及び原子力発電保安運営委員会で審議する事項は，別

紙１－３に示す保安規定第６条（原子力発電保安委員会）（②－８），保安規定

第７条（原子力発電保安運営委員会）（②－９）及び別紙１－７に示す社内規程

「内部コミュニケーション基本要領」（②－10）のとおりである。また，令和元

年度の原子力発電保安委員会，原子力発電保安運営委員会の開催実績を，別紙

１－８及び別紙１－９に示す（②－11,②-12）。 

（ａ）原子力発電保安委員会 

島根原子力発電所にて社内規程の制定，改正，設計及び工事計画の認可申

請等を行うにあたって，その上位となる原子炉設置変更許可申請書又は保安

規定の変更等に関する事項を審議し，確認する（②－８）。原子力発電保安委

員会は，電源事業本部部長（原子力管理）を委員長とし，電源事業本部部長

（原子力安全技術），発電所長，発電用原子炉主任技術者，各部長（品質保証

部長，技術部長，廃止措置・環境管理部長，発電部長及び保修部長），電源事

業本部（原子力管理）マネージャー，原子力人材育成センター所長及び電源

事業本部（原子力安全技術）マネージャーに加え，委員長が指名した者で構

成する。このため，原子力発電保安委員会における審議事項が島根原子力発

電所に連携される仕組みとなっている。 

（ｂ）原子力発電保安運営委員会 

島根原子力発電所における保安活動（運転管理，燃料管理，放射性廃棄物

管理，放射線管理，施設管理，緊急時の措置等）を実施するにあたって制定・

改正・廃止される島根原子力発電所が所管する社内規程の変更方針，原子炉

設置変更許可申請を要する保全工事等，設計及び工事計画認可申請・届出（変

更認可申請・届出を含む）を要する保全工事等に関する事項を審議し，確認

する（②－９）。原子力発電保安運営委員会は，発電所長を委員長とし，発電

用原子炉主任技術者及び各部長（品質保証部長，技術部長，廃止措置・環境

管理部長，発電部長及び保修部長）に加え，委員長が指名した者で構成する。

原子力発電保安運営委員会の委員長等は，原子力発電保安委員会に出席する

ため，原子力発電保安運営委員会における審議事項が本社に連携される仕組

みとなっている。 

別紙１－１  原子力関係組織図 

別紙１－２ 組織規程（抜粋） 
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別紙１－３ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙１－４ 原子力防災組織 

別紙１－５ 島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画（抜粋） 

別紙１－６ 原子力防災組織の改善に関する考え方 

別紙１－７ 内部コミュニケーション基本要領（抜粋） 

別紙１－８ 原子力発電保安委員会の開催実績（令和元年度） 

別紙１－９ 原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 
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（２）技術者の確保

指針２ 設計及び工事に係る技術者の確保 

  事業者において，設計及び工事を行うために必要となる専門知識及び技術・

技能を有する技術者が適切に確保されていること。③ 

【解説】 

１）「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任者，放射線取扱

主任者，ボイラー・タービン主任技術者，電気主任技術者，技術士等の当

該事業等に関連のある国家資格等で要求される知識を必要に応じて含む。 

２）「確保されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて確保する方針

が適切に示されている場合を含む。 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確保 

  事業者において，運転及び保守を行うために必要となる専門知識及び技術・

技能を有する技術者が適切に確保されているか，又は確保する方針が適切に示

されていること。④ 

【解説】 

「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任者，放射線取扱主

任者，ボイラー・タービン主任技術者，電気主任技術者，技術士等の当該事

業等に関連のある国家資格等で要求される知識を必要に応じて含む。 

 本変更に係る設計及び運転等を行うために必要となる専門知識及び技術・技能

を有する技術者を適切に確保していることを以下に示す。 

ａ．電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，

電源建築）及び島根原子力発電所の技術者並びに事業を行うために必要となる

有資格者の人数を別紙２－１に示す（③－１，④－１）。令和２年７月１日現在

における電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源

土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者（業務出向者は除く。）数は 687

名であり，10 年以上の経験を有する管理者が 90 名在籍している（③－２，④－

２）。そのうち，島根原子力発電所及び島根原子力発電所に常駐する本社組織所

属の技術者の人数は 482 名であり，10 年以上の経験を有する管理者が 55 名在籍

している（③－３，④－３）。 

  電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，

電源建築）及び島根原子力発電所における令和２年７月１日現在の有資格者の
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人数は次のとおりであり，そのうち島根原子力発電所及び島根原子力発電所に

常駐する本社組織所属の有資格者の人数を括弧書きで示す。島根原子力発電所

の設計及び工事，又は運転及び保守にあたり，技術者及び有資格者の休暇，疾

病等による欠員，人事異動等を踏まえても，支障を生じない要員を確保してい

る。 

原子炉主任技術者 20 名( ７名) 

第一種放射線取扱主任者   84 名( 40 名) 

第一種ボイラー・タービン主任技術者 15 名( 14 名) 

第一種電気主任技術者  ９ 名( ７名) 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者   20 名( 20 名) 

  設計及び工事については基本設計から現場施工管理までを含むことから，別

紙１－１，別紙１－２に示したとおり，電源事業本部（原子力管理，原子力安

全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者で対応を行う（①

－１，①－２）。運転及び保守については，運転管理及び施設管理に関する基本

的な方針策定から現場の運用管理までを含むことから，別紙１－１，別紙１－

２に示したとおり，電源事業本部（原子力管理）及び島根原子力発電所の技術

者で対応を行う（②－１，②－２）。 

  また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等発生時の対応として原子

炉への注水等を行うこととしており，大型自動車等の資格を有する技術者も確

保している。 

ｂ．過去 10 年間における全社の採用人数と原子力部門採用人数の実績を別紙２－

２に示す（③－４，④－４）。現在，確保している技術者数にて本変更に係る設

計及び運転等の対応が可能であるが，今後とも設計及び運転等を適切に行い，

安全を確保し，円滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ，必要な有資

格者と技術者を継続的に確保し，配置する。 

  また，新規制基準施行を踏まえた適合性審査への対応等により，設計及び運

転等に関する業務は増加しているが，発電所及び本社の部門間で技術者を融通

し合うといった方策により対応している。 

ｃ．原子炉主任技術者，第一種放射線取扱主任者，第一種ボイラー・タービン主

任技術者，第一種電気主任技術者，運転責任者の資格を有する人数の至近５年

間の実績を別紙２－３に示す（③－５，④－５）。上記資格の有資格者数の５

年間の推移としては同程度の人数を継続して確保している（③－５，④－５）。 

  発電用原子炉主任技術者は，原子炉ごとに選任することが定められているこ

と，また代行者１名を選任することから，島根原子力発電所における発電用原
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子炉主任技術者の必要人数は２名となる。発電用原子炉主任技術者の選任条件

は電源事業本部参事以上の管理職とし，代行者は課長以上としており，原子炉

主任技術者の有資格者を９名確保している。 

  電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，原子力発電所ごとに

選任することが定められており，島根原子力発電所では，主任技術者１名とそ

の代行者１名を選任することから，第一種電気主任技術者及び第一種ボイラ

ー・タービン主任技術者の必要人数はそれぞれ２名となる。選任条件は別紙２

－４に示すとおり課長以上もしくはこれに準ずるもの（課長代理，副長，担当

副長）としており（③－６，④－６），課長以上もしくはこれに準ずるものの第

一種電気主任技術者の有資格者を５名，第一種ボイラー・タービン主任技術者

を 15 名確保している。 

  放射線取扱主任者は，放射性同位元素を取り扱う事業所ごとに選任すること

が定められており，放射性同位元素は島根原子力発電所で取り扱っているため，

島根原子力発電所にて主任者を１名とその代行者１名を選任することから，第

一種放射線取扱主任者の必要人数は２名となる。選任条件は課長以上もしくは

これに準ずるもの（課長代理，副長，担当副長）としており，課長以上もしく

はこれに準ずるものとなる第一種放射線取扱主任者の有資格者を53名確保して

いる。 

  以上のことから，現在の有資格者数で，原子力発電所の運転保守等に必要な

配置ができていることから，今後も引き続き同程度の有資格者を確保していく。 

（ａ）資格取得の奨励 

取得を奨励する国家資格等を定め，資格取得を奨励する。その際，原子力

発電所の運営上，特に重要な公的資格である原子炉主任技術者については，

積極的に資格取得を推進する。具体的には，社外機関が開催する講座や教育

に一定期間業務から離れて参加させ資格取得に必要な知識を習得させる取組

みを行っている。また，その他様々な取組みを別紙２－５のとおり行ってお

り，これらの取組みにより毎年度１～２名の新規取得者を確保し，運用に必

要な人数を維持することとしている。 

（ｂ）資格取得（経験による認定） 

第一種ボイラー・タービン主任技術者及び第一種電気主任技術者について

は，認定条件を満足した者について，順次，認定取得手続きを進める。認定

取得のために必要となる情報（氏名，学歴及び職務経験等）について要員情

報のデータベース等を用い，認定条件を満足した者について，順次，認定取

得手続きを進めている。 

  上記の取組みを続けることにより，特に原子炉主任技術者については，年齢

別に一定数の有資格者を継続的に維持することとしており，今後も必要人数２

名（正１名，代行１名）以上の有資格者を維持していくこととしている。必要

人数の考え方については，「（６）有資格者等の選任・配置」で示す。 
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ｄ．令和２年７月１日現在の島根原子力発電所における自然災害及び重大事故等

対応に関する資格者数を別紙２－６に示す。 

  これは，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故対応において，大型自

動車等の運転操作が必要だったことを踏まえ，島根原子力発電所において検討

した重大事故等の対応に必要な資格を抽出し，有資格者を確保している（③－

７，④－７）。現時点で確保している有資格者で重大事故等への対応が可能であ

るが，より多くの社員が資格を取得し，重大事故等発生時における対応をさら

に適切に実施できるように，有資格者を確保していく。 

ｅ．重大事故等対応に係る設計及び工事の進捗による技術者数（工事管理者）の

確保実績を別紙２－７に示す（③－８）。工事件数の最も多い時期で１人あたり

約 1.0 件の工事管理であり，技術者の業務に対する確実なチェック（上長によ

るチェック，他の技術者によるダブルチェック）体制の構築を行うことができ，

ヒューマンエラーの防止が期待できる。このため，現状で工事管理に適切な人

数を確保していると考えられる。 

ｆ．確保した技術者の資質向上を図るため，島根原子力発電所及び本社では，デ

ータベースを構築し，プラント設備の技術変遷，設計情報，不具合事例等に関

する情報を収集，整備している。本データベースでは，機械設備，電気設備及

び計装設備の保修に関する情報等を設備ごとに整理し，技術者と共有している。 

  また，島根原子力発電所の訓練施設には，別紙２－８のとおり不具合事例に

関する資料を展示したスペースを設けている（③－９，④－８）。 

  島根原子力発電所の技術者は，これらの取組みにより技術を伝承し，現場に

おいて運転及び保守を行うことにより，技術者の資質向上を図っている。 

ｇ．電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術）においては，

各専門分野を産業界全体の最高レベルに到達させるため，管理者自らがパフォ

ーマンス目標に対するギャップを把握し，解決すべき問題点等を明確にすると

ともに，発電所への指導・助言（オーバーサイト）を行う活動を開始しており，

これにより，パフォーマンスを向上させることを目指している。 

 以上のことから，設計及び運転等並びに自然災害や重大事故等の対応に必要な

技術者及び有資格者を確保し，技術力の向上に努めている。 

 今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，円滑かつ確実な業務遂

行を図るため，採用を通じ技術者を確保し，必要な教育・訓練を行うことにより

継続的に技術者と有資格者を育成し，配置する。 
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別紙２－１ 電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，

電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所在籍技術者並びに有

資格者の人数 

別紙２－２ 全社と原子力部門の採用人数について 

別紙２－３ 有資格者の人数の推移（至近５ヶ年） 

別紙２－４ 主任技術者の選任・解任および職務等に関する基本要領（抜粋） 

別紙２－５ 原子炉主任技術者資格取得に向けた取組み 

別紙２－６ 島根原子力発電所における自然災害及び重大事故等対応に関する

有資格者数 

別紙２－７ 島根原子力発電所における重大事故等対応に係る工事件数と工事

管理者数 

別紙２－８ 島根原子力発電所における不具合事例の展示 
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（３）経験

指針３ 設計及び工事の経験 

  事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の設計及び工事の経

験が十分に具備されていること。⑤ 

【解説】 

「経験が十分に具備されていること」には，当該事業等に係る国内外の同

等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設での研修を通して，経験及び技

術が十分に獲得されているか，又は設計及び工事の進捗に合わせて獲得する

方針が適切に示されていることを含む。 

指針７ 運転及び保守の経験 

  事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の運転及び保守の経

験が十分に具備されているか，又は経験を獲得する方針が適切に示されている

こと。⑥ 

【解説】 

「経験が十分に具備されている」には，当該事業等に係る国内外の同等又

は類似の施設への技術者派遣や関連施設での研修を通して，経験及び技術が

十分に獲得されていることを含む。 

 本変更に係る同等又は類似の施設の設計及び運転等の経験が十分に具備されて

いることを以下に示す。 

ａ．当社は，昭和 31 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準備等を進めるとと

もに，技術者を国内及び国外の原子力関係諸施設へ多数派遣し，技術的能力の

蓄積に努めている。 

また，昭和 49 年３月に沸騰水型軽水炉（以下，「ＢＷＲ」という。）を採用し

た島根原子力発電所１号炉の営業運転を開始して以来，計２基の原子力発電所を

有し，平成 29 年４月に廃止措置に着手した１号炉を除き，今日において１基の

原子力発電所を有している。 

  なお，３号炉についても平成 17 年 12 月に建設工事に着工している。 

原子力発電所 原子炉熱出力(MW) 営業運転の開始 

島根１号炉 1,380 昭和 49 年３月 29 日 

（平成 29 年４月 19 日廃止措置計画認可） 
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２号炉 2,436 平成元年 ２月 10 日 

３号炉 3,926 （平成 17 年 12 月着工） 

ｂ．当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及び工事を通して豊

富な経験を有し，技術力を維持している。また，営業運転開始以来，計２基の

原子力発電所において，約 45 年に及ぶ運転並びに島根原子力発電所１号炉での

廃止措置を行っており，運転及び保守について十分な経験を有している。  

（ａ）本変更に関して，設計及び工事の経験として，島根原子力発電所において

平成19年から平成20年にかけて，非常用炉心冷却系ストレーナの取替工事，

平成 22 年から平成 24 年にかけて，原子炉再循環系配管の取替工事等の設計

及び工事を順次実施している。 

また，耐震安全性向上工事として，平成 21 年からは残留熱除去系配管等の

支持構造物，原子炉建物屋根トラス，原子炉建物天井クレーン，燃料取替機

等について設計及び工事を実施している。 

（ｂ）これまで他社プラントにおいて，応力腐食割れによるステンレス鋼製機器

（原子炉内構造物，原子炉再循環系配管等）の損傷事例が確認されており，

島根原子力発電所ではこの対策として，原子炉再循環系配管，液体ポイズン

系配管，計装配管等の低炭素ステンレス鋼材への取替，及び原子炉再循環系

配管，残留熱除去系配管の溶接部に対し，高周波加熱処理（ＩＨＳＩ）を行

っている。 

大規模で長期にわたる工事としては，島根原子力発電所１号炉における炉

心シュラウド交換を実施した実績を有する。 

配管減肉管理については，内部流体による配管減肉事象が確認されており，

この対策として，材料の見直し（炭素鋼から低合金鋼に変更）や，オリフィ

ス等の乱流発生要素の設置位置見直し等の改造を実施している。

さらに，小口径配管について，他社のプラントにおいて配管振動によるソ

ケット溶接部の疲労割れなどの損傷事例が確認されたことを踏まえ，島根原

子力発電所では溶接方法の変更（ソケット溶接から突合せ溶接に変更）及び

サポートの追設を実施している。

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大事故等の事故状

況下においても復旧を迅速に実施するため，可搬型重大事故等対処設備の操

作訓練はもとより，普段から知識・技能の向上を図り，緊急時に社員自らが

直営で実施できるよう，以下のような取組みを行っている。 

・電源喪失時の重要パラメータ監視計器復旧作業

・高圧ケーブル敷設及び接続作業

・可搬型重大事故等対処設備への燃料補給作業

（ｃ）更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対策として，再循

環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿入設備の追加，原子炉又は格納

容器への代替注水設備の追加，原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント
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設備の追加及び非常用電源のユニット間融通設備の追加を検討し，対策工事

を実施している。 

また，経済産業大臣の指示に基づき実施した緊急安全対策により，高圧発

電機車，消防ポンプ等の配備に関する設計検討を行い，対策工事を実施して

いる。 

さらに，新規制基準施行前から独自に実施した安全性向上策として，防波

壁，移動式代替熱交換器設備の設置等に関する設計検討を行い，対策工事を

実施している。 

また，運転及び保守に関する社内規定類の改正対応や習熟訓練による運転

の知識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経験を継続的に積み上げて

いる。 

本変更に係る技術的能力の経験として，アクシデントマネジメント対策，

緊急安全対策等の安全性向上対策の経験を以下に示す。 

① アクシデントマネジメント対策について

米国スリーマイルアイランドの事故以降，アクシデントマネジメントの

検討，整備を実施してきている。設備面では，原子炉圧力容器及び原子炉

格納容器の健全性を維持するための機能を更に向上させるものとして，以

下の設備改造を実施している。 

・原子炉停止機能にかかわるもの

再循環ポンプトリップ設備及び代替制御棒挿入設備の追加 

・原子炉及び格納容器への注水にかかわるもの

原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加及び原子炉自動減圧設

備の追加 

・格納容器からの除熱機能にかかわるもの

原子炉格納容器耐圧強化ベント設備の追加 

・安全機能のサポート機能にかかわるもの

 非常用電源のユニット間融通設備の追加 

また，島根原子力発電所が所管する社内規定類にアクシデントマネジメ

ントに関する記載を検討，追加し，シミュレータ訓練，机上教育を通じて，

知識，技能の維持向上に努め，継続的に改善を加えている。 

② 緊急安全対策等について

緊急安全対策については，緊急時の電源確保，発電用原子炉及び燃料プ

ールの除熱機能の確保等の観点から以下の対策を実施している。 

・緊急時の電源確保

高圧発電機車の配備，電源ケーブルの配備 

・発電用原子炉及び使用済燃料プールの注水・冷却機能の確保

消防ポンプ車，消防ホース，窒素ガスボンベの配備， 

注水継続又は代替注水のための純水タンク，ろ過水タンク，輪谷貯

水槽及び海水を水源としての注水手順の整備 
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・津波等に係る浸水対策

安全上重要な設備が設置されている建物入口扉の浸水防止対策及び

貫通部の止水処理の実施 

また，緊急安全対策に加え，新規制基準施行より以前から，発電用原子

炉及び使用済燃料プールの燃料損傷防止に対する一層の安全性向上を図る

ため，主に「防波壁の設置」，「建物への浸水防止」及び「除熱・冷却機能

の更なる強化」の３つの観点から安全性向上策を検討・実施している。 

・防波壁の設置

・建物への浸水防止

原子炉建物等の扉の水密化及びタービン建物と原子炉建物間の貫通

部の止水 

・除熱・冷却機能の更なる強化

原子炉補機海水ポンプ用電動機の予備品，原子炉補機海水ポンプエ

リアへの防水壁の設置，代替水中ポンプ及び移動式代替熱交換器設

備の配備，環境モニタリング設備等の増強 

ｃ．新規制基準施行を踏まえ，島根原子力発電所では 78 事象の自然現象及び人為

事象を評価した上で下記のような自然災害等対策及び重大事故等対策に関する

検討，設備改造工事等を進めている。また，これらの対策を運用する体制，手

順についても整備を進めている。 

（ａ）自然災害等対策について 

  地震：地震による加速度によって作用する地震力に対する設計，設計基準対

象施設の耐震設計に用いる地震力の算定，設計基準対象施設の耐震設

計における荷重の組合せと許容限界の考慮による設計を実施している。 

  津波：設計基準対象施設が設置された敷地において，水密扉の設置，貫通部

の止水対策等を実施し，基準津波による遡上波を地上部から到達又は

流入させない設計並びに取水路，放水路等の経路から流入させない設

計としている。 

  竜巻：「最大風速 92m/s の竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷重及

び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重」並びに「その他竜

巻以外の自然現象による荷重」等を適切に組み合わせた設計荷重に対

して，建物開口部や屋外機器に対する竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼

板の設置等の防護対策を検討し，実施している。 

  火山：敷地内で想定される降下火砕物の層厚を設定し，直接的影響である構

造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計，水循環系の閉塞に

対して狭隘部等が閉塞しない設計並びに換気系，電気系及び計測制御

系に対する機械的影響に対して降下火砕物が容易に侵入しにくい設計

としている。また，降下火砕物が換気系のフィルタに付着した場合で

も，取替又は清掃が可能な設計としている。 
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  外部火災：森林火災からの延焼防止を目的として評価上必要とされる防火帯

幅を算出し，設置している。航空機墜落による火災では，発電所敷地

内に存在する危険物タンクの火災との重畳を考慮し，建物表面温度及

び室内温度が許容温度以下となる設計であることを確認している。 

  内部火災：安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護するため

の火災の発生防止，早期の火災検知及び消火並びに火災の影響軽減を

考慮した火災防護について，異なる感知方式の感知器の設置，煙充満

等により消火困難な区域への固定式消火設備の設置，安全系区分の分

離のため３時間以上の耐火能力を有する隔壁等の設置に関して，技術

的な検討及び対策を実施している。 

  内部溢水：溢水源として発生要因別に分類した溢水を想定し，溢水防護対象

設備が設置される区画を溢水防護区画として設定した上で，没水，被

水及び蒸気の影響を検討し，水密扉及び床ドレン逆止弁等の設置，電

路・配管貫通部の止水対策等を実施している。 

（ｂ）重大事故等対策等について 

  重大事故等：原子炉格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置（フィルタベン

ト）や，全交流動力電源喪失事象（ＳＢＯ） 時に高圧注水系の冗長性

を持たせるための高圧代替注水系（ＨＰＡＣ）の新設，静的触媒式水

素処理装置の設置などの対応について検討し，基本設計を実施した。

  大規模損壊：大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムが発生した場合に，発電用原子炉施設内の人的資源，設計基

準事故対処設備，重大事故等対処設備等の物的資源及びその時点で得

られる施設内外の情報を活用して様々な事態において柔軟に対応する

ことについて検討し，基本設計を実施した。 

ｄ．リスク情報活用の取組みとして，アクシデントマネジメント策の検討に活用

してきた。また，自社プラント確率論的リスク評価（以下「ＰＲＡ」という。）

モデルの改良を重ねるとともに，定期安全レビューにおける運転時・停止時の

ＰＲＡ，定期検査時のリスク把握に活用してきた。 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，地震ＰＲＡ・津波ＰＲ

Ａの実施により，外部事象のリスクの定量的な把握等に活用してきている。 

  今後は，ＰＲＡモデルの更なる高度化作業を進め，日常的な運転・保守にお

けるリスク管理と発電所の脆弱点を抽出し，リスク低減効果の高い対策の検討

に活用していく。 

ｅ．当社原子力発電所の訓練施設及び国内の原子力関係機関である株式会社ＢＷ

Ｒ運転訓練センター(以下「ＢＴＣ」という。）では，従来から下記の訓練を実

施している。 

（ａ）原子力発電所の訓練施設で行われる訓練 

添付-16

34



・原子力研修教育訓練

保全業務に従事する技術者を主な対象者として，実機を模擬した訓練設

備により，保全業務に必要な知識の習得及び機器の分解，検査等の実技訓

練を実施している。保全業務に関する訓練は，対象者の業務内容に応じた

カリキュラム（共通，安全，機械設備及び電気設備等）を設定し，それぞ

れ習熟度に応じて３つのコース（初級教育，中級教育及び専門教育）に分

けている 

・運転訓練

発電用原子炉の運転業務に従事する技術者を主な対象者として，実機を

模擬したシミュレータ訓練装置により，基本的な起動・停止操作から冷却

材喪失事故等，複雑な事故対応の実技訓練を実施するシミュレータ訓練コ

ースを設定し，実施している。 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ，８つのコース（運

転基礎研修，ＢＴＣ初級補完研修，オペレータ養成研修，ＥＯＰ初級研修，

再研修，当直管理者研修，直員連携研修及び特別訓練研修）に分けている。 

（ｂ）ＢＴＣ で行われる訓練 

発電用原子炉の運転に従事する技術者を主な対象者として，実機を模擬し

たシミュレータ訓練装置により，基本的な起動・停止操作から冷却材喪失事

故等，複雑な事故対応の実技訓練を実施するシミュレータ訓練コースを設定

し，実施している。 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ２つのコース（基準訓

練コース，継続訓練コース）に分けている。 

・基準訓練コース

原子炉の基礎理論，発電所の設備及び運転実技の習得のためのコースであ

り，運転業務に携わる技術者を派遣している。

初級Ⅰ：ＢＷＲプラント概要，核工学，熱工学，制御工学，安全工学等の

基礎理論について習得する。 

初級Ⅱ：中央制御室での運転に必要な基礎的技量を習得する。 

中級Ⅱ：中央制御室操作員の上位者として，法令，保安規定等の幅広い運

転管理知識を拡充の上，広範囲に及ぶ異常時対応能力（事象ベー

ス，徴候ベース）を習得する。

上級Ⅰ：運転責任者として要求される技量を総括的に習得する。 

上級Ⅱ：運転責任者資格の更新を行う。 

・継続訓練コース

通常時，異常時及び緊急時の運転手順に関する知識と技能を習得するため

のコース。

上級Ｓ：炉心損傷事象への拡大を防ぐ取組み，炉心損傷後の対応を復習し，

事故時における状況判断（重大事故）の反復学習を行う。 
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ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，「原子力発電所内訓練

施設を活用した研修及び訓練の実績について（令和元年度）」（別紙３－１）（⑥

－１）及び「安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の実績について」

（別紙３－２）（⑥－２，⑥－３）に示すとおり，重大事故等に対処するための

訓練を実施している。  

（ａ）原子力発電所で行われる訓練 

・交流電源を供給する設備の機能，海水を使用して発電用原子炉施設を冷却す

る設備の機能並びに使用済燃料プールを冷却する設備の機能が喪失した場

合でも，発電用原子炉施設等の冷却機能の回復を図るために必要な電源及び

水源確保等の操作が対応できることを確認するための訓練を実施している。 

・発電所の被災状況やプラントの状況を共有する情報共有ツールを整備し，訓

練において活用している。 

・全交流動力電源喪失等の重大事故等の状態を想定し，重大事故等への拡大を

防ぐ対応及び炉心損傷後の対応について，チーム連携訓練を実施しており，

別紙３－２（⑥－２）に実績を示す。 

（ｂ）ＢＴＣで行われる訓練 

運転員を対象に，「ＳＡ訓練コース（上級）」及び「上級Ｓ訓練コース」

に参加している。「ＳＡ訓練コース（上級）」は，シビアアクシデントにお

ける挙動の理解，対応についての知識・技能を習得させることを目的として

いる。 

ｇ．運転の経験として，当社で発生したトラブル対応や国内外のトラブル情報の

水平展開要否に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識についても

継続的に積み上げている。これらの情報は全て社内関係箇所へ周知されるが，

そのうち，未然防止処置に関する情報として扱う必要があるものは，社内規定

類に基づき必要な活動を行っている。 

「不適合等管理基本要領」（別紙３－３）（⑤－１,⑥－４）に未然防止処置の

基本的事項について規定し，具体的な未然防止処置の方法については，「島根原

子力発電所 未然防止処置手順書」（別紙３－４）（⑤－２,⑥－５）に規定して

おり，以下に基本的なフローについて示す。 

（ａ）情報入手 

未然防止処置情報入手箇所の長（課長（技術））は，他施設のトラブル情報

等を入手し，管理グレードを付与する。 

（ｂ）情報の検討 

ア．未然防止処置情報入手箇所の長は，入手した情報について次に掲げる観点

からスクリーニングを実施する。

・外部要因

・偶発事象

・当該業務・原子炉施設に固有の事項
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・事象・対策ともに軽微な事象  等 

イ．未然防止処置情報入手箇所の長は，上記アのスクリーニングの結果，未然

防止処置の検討が必要と判断したものについて，対応実施箇所の長へ検討を

依頼する。

ウ．未然防止処置情報入手箇所の長は，上記アのスクリーニングの結果，未然

防止処置の検討が不要と判断した情報については，スクリーニング実施書を

作成し，管理グレードに応じて，発電所長を委員長とする原子力発電保安運

営委員会，又は技術部長を主査とする未然防止処置検討会の審議を受ける。

なお，他課との協議を要する情報の場合は，未然防止処置検討会にてスクリ

ーニングを行う。

（ｃ）検討結果の確認 

ア．対応実施箇所の長は，対策要否及び対策を検討し，対策の計画の適切性等

について会議体の審議を受ける。

イ．対応実施箇所の長は，審議結果を計画に反映し，管理グレードに応じた承

認者の承認を得る。

（ｄ）処置の実施 

ア．対応実施箇所の長は，対策を実施する。

イ．対応実施箇所の長は，対策実施状況を管理グレードに応じた確認者の確認

を受ける。

令和元年度の原子力発電保安運営委員会の開催実績を別紙３－５に示す（⑤

－３，⑥－６）。 

ｈ．当社は，従来から国内外の原子力施設からトラブル情報の入手，情報交換を

行っている。その中で，必要な場合は技術者の派遣を行っている。別紙３－６

「過去３年間の海外派遣者実績について」にて派遣実績を示す（⑤－４,⑥－７）。

派遣により入手した情報は，適宜派遣者から報告されている。 

  国外へ派遣した技術者が収集した情報は，当社原子力発電所の各種業務に活

用しており，主な活用例を以下に示す。 

（活用例） 

・可搬設備に関する調査

（シビアアクシデント対策の可搬設備の点検について参考資料として活用） 

・リスク情報に関する調査

（リスク情報活用手順の整備にあたって参考資料として活用）

・炉内構造物の劣化に関する調査

（炉内構造物についての熱影響や放射線脆化に関する評価の参考資料とし

て活用） 

  今後も継続的に海外からの情報収集及びその活用に努めていく。 
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  以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分に有しており，今

後も継続的に経験を積み上げていく。 

別紙３－１ 原子力発電所内訓練施設を活用した研修及び訓練の実績について

（令和元年度） 

別紙３－２ 安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の実績について 

別紙３－３ 不適合等管理基本要領（抜粋） 

別紙３－４ 島根原子力発電所 未然防止処置手順書（抜粋） 

別紙３－５ 原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 

別紙３－６ 過去３年間の海外派遣者実績について 
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（４）品質保証活動

指針４ 設計及び工事に係る品質保証活動 

  事業者において，設計及び工事を適確に遂行するために必要な品質保証活動

を行う体制が適切に構築されていること。⑦ 

【解説】 

  １）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて構築する方針

が適切に示されている場合を含む。 

  ２）「品質保証活動」には，設計及び工事における安全を確保するための最

高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づき活動の計画，実施，評価及

び改善を行うとともに，監査を含む評価によって継続的な改善が図られる

仕組みを含むこと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組み

を含むこと。 

  ３）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を行う委員会等を

必要に応じて含むこと。 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活動 

  事業者において，運転及び保守を適確に遂行するために必要な品質保証活動

を行う体制が適切に構築されているか，又は構築される方針が適切に示されて

いること。⑧ 

【解説】 

  １）「品質保証活動」には，運転及び保守における安全を確保するための最

高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づき活動の計画，実施，評価及

び改善を行うとともに，監査を含む評価によって継続的な改善が図られる

仕組みを含むこと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組み

を含むこと。 

  ２）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を行う委員会等を

必要に応じて含むこと。 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な品質保証活動を

行う体制が適切に構築されていることを以下に示す。 

ａ．設計及び運転等の品質保証活動の体制 

（ａ）当社における設計及び運転等の各段階における品質保証活動は，原子力発

電所の安全を達成，維持及び向上させるために，「原子力施設の保安のための

業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」に従い，健全な安全
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文化を育成し及び維持するための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対す

る意識の向上を図るための活動を含めた品質マネジメントシステムを確立し，

実施し，評価確認し，継続的に改善している。 

この品質マネジメントシステムに基づき品質保証活動を実施するための基

本的実施事項について，品質マニュアルとして「保安規定第３条（品質マネジ

メントシステム計画）」，「原子力品質保証規程」（以下「品証規程」という。），

「原子力品質保証細則」（以下「品証細則」という。）及び「原子力安全管理監

査細則」（以下「監査細則」という。）に定めている。 

（ｂ）これまでは，「原子力発電所における安全のための品質保証規程」

（JEAC4111-2009)に基づき品質保証活動を実施してきた。今般の「原子力施

設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」（以

下「品管規則」という。）の施行（令和２年４月１日）を踏まえ， JEAC4111-2009 

から追加された要求事項について品質マニュアル及び保安規定の品質マネジ

メントシステム計画に反映した。追加された要求事項と，これを反映した品

質マネジメントシステム計画については，別紙４－１及び別紙４－２に示す

（⑦－１，⑧－１）。

（ｃ）当社における品質保証活動については，業務に必要な社内規定を定めると

ともに，別紙４－２及び別紙４－３ に示す文書体系を構築している（⑦－２，

⑧－２）。また，文書体系のうち一次文書は，「保安規定第３条（品質マネジ

メントシステム計画）」，「品証規程」，「品証細則」及び「監査細則」であり，

以下のとおりである。 

・品質マネジメントシステム計画（社長制定）

組織の品質マネジメントシステムを規定する最上位文書であり，品質

保証活動を実施するための基本的事項を定めている。この品質マネジメ

ントシステム計画に従い，保安規定に定める各組織の具体的実施事項を，

品証規程，品証細則及び監査細則等の社内規定に定めている。 

・品証規程（社長制定）

品質マネジメントシステム計画に基づき，社長が実施すべき品質方針

の設定，マネジメントレビューの実施等の具体的事項を定めている。 

・品証細則（電源事業本部長制定）

品質マネジメントシステム計画及び品証規程に基づき，実施部門に関

する各要求事項として電源事業本部長（管理責任者）が実施すべき方針

策定，品質目標の設定等の具体的事項を定めるとともに，各業務を主管

する組織の長が発電所の安全を達成・維持・向上するうえでの具体的事

項を定めている。 

・監査細則（内部監査部門長制定）

品質マネジメントシステム計画及び品証規程に基づき，監査部門に関

する各要求事項として内部監査部門長（管理責任者）が実施すべき方針

策定，品質目標の設定等の具体的事項を定めるとともに，各業務を主管
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する組織の長が発電所の安全を達成・維持・向上するうえでの具体的事

項を定めている。 

これらの一次文書に従い，実施部門の管理責任者である電源事業本部長（以

下「実施部門の管理責任者」という。）及び監査部門の管理責任者である内部

監査部門長（以下「監査部門の責任者」という。）のもと，実施部門である電

源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電

源建築，燃料），島根原子力発電所及び調達本部及び実施部門から独立した監

査部門である内部監査部門（以下「各業務を主管する組織」という。）の長が

実施する事項を社内規定に定めている。 

（ｄ）各業務を主管する組織の長は，上記の社内規定に基づき，責任をもって個々

の業務を実施し，評価確認し，要求事項への適合及び品質マネジメントシス

テムの効果的運用の証拠を示すために必要な記録を作成し管理する（⑦－３，

⑧－３）。

（ｅ）品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップマネジメント）と

し，実施部門である電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安

全技術，電源土木，電源建築，燃料），島根原子力発電所及び調達本部並びに

実施部門から独立した監査部門である内部監査部門で構築している。品質保

証活動に係る体制を別紙４－４ ，別紙４－５ 及び別紙４－６ に示す（⑦－

４，⑧－４）。 

この体制のうち，調達本部及び電源事業本部（燃料）については，保安規定

に定める運転管理，施設管理等の業務を実施する部門ではなく，電源事業本部

（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び

島根原子力発電所等の実施部門が供給者の技術的能力・品質保証体制等により

調達要求事項を満足する調達製品及び役務の供給能力を評価し，その供給者の

中から，「調達管理基本要領」に従い，供給者の選定に関する業務（契約業務

を含む）を実施する部門である。 

保安規定に定める運転管理，施設管理等の業務の実施箇所及びこれを支援す

る箇所を別紙４－５に示す。 

（ｆ）社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トップマネジメント）

として原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，品質マネジメントシ

ステムを確立し，実施し，評価確認し，実効性を維持することの責任と権限

を有し，原子力品質方針及び原子力安全文化醸成に関する基本方針（以下両

者をまとめて「品質方針」という。なお，原子力安全文化醸成に関する基本

方針は，原子力安全文化醸成方針及びコンプライアンス経営推進宣言により

構成している。）を設定している（⑦－５，⑧－５）。設定した品質方針を別

紙４－７に示す。この品質方針は，東京電力株式会社福島第一原子力発電所

の教訓を踏まえ，「確実な品質保証活動を主体的に行うことで，世界最高水準

の原子力安全を目指す」という決意のもと，安全の確保，品質の向上，企業

倫理の浸透，透明性の確保を基本として活動することを表明している。また，
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組織内に伝達され，理解されることを確実にするとともに，要員が健全な安

全文化を育成し及び維持することに貢献できるようにするため，社内ポータ

ルサイトに掲載の他に，執務室内に品質方針ポスターを掲示，携帯用の品質

方針カードの配付を実施することにより，実施部門及び監査部門の要員に周

知している。品質方針の組織内への伝達方法については，別紙４－８に示す

（⑦－６，⑧－６）。

（ｇ）実施部門の管理責任者は，社長が設定した品質方針を実施部門の各業務を

主管する組織の長へ周知するとともに，年度ごとに品質方針を踏まえて具体

的な活動方針である品質目標を設定することを指示している。 

（ｈ）各業務を主管する組織の長は，年度ごとに品質方針を踏まえて具体的な活

動方針である組織の品質目標を業務計画と整合を取り設定するとともに，こ

の品質目標に基づき品質保証活動を実施している。 

この品質目標は，電子メールでの配信及び打合せ等により実施部門及び監査

部門の要員に周知している。品質方針が変更された場合には，品質目標を見直

し，再度，実施部門及び監査部門の要員に設定時と同様の方法により周知して

いる。 

（ｉ）各業務を主管する組織の長は，年度業務計画に基づく品質保証活動の実施

状況を評価確認するため品質マニュアルに従いマネジメントレビューのイン

プットに関する情報を作成する。マネジメントレビューのインプット項目に

ついては，別紙４－９に示す。実施部門の管理責任者は，電源事業本部部長

（原子力品質保証）の補佐を受けて，実施部門の各部所のマネジメントレビ

ューのインプットに関する情報を集約し，評価確認し，マネジメントレビュ

ーのインプットとして社長へ報告する（⑦－７，⑧－７）。 

また，内部監査部門長は，監査部門の管理責任者として，実施部門から独

立した立場で内部監査を実施し，評価確認し，別紙４－６に示すとおり監査

結果をマネジメントレビューのインプットとして社長へ報告している（⑦－

８，⑧－８）。 

（ｊ）社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメントシステムの有

効性をレビューし，マネジメントレビューのアウトプットを決定する（⑦－

９，⑧－９）。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプットを基に各

業務を主管する組織の長に必要な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウトプットに対

する処置事項及び各業務を主管する組織の品質保証活動の実施状況を評価確

認し，次年度の年度業務計画に反映し，活動している。また，管理責任者は

それらの状況を確認している。 

（ｋ）電源事業本部長は，実施部門管理責任者として，各部所に共通する事項で

ある品質マニュアル等の社内規定の改訂に関する事項，品質方針の変更提案，

マネジメントレビューのインプット及びアウトプットに基づく品質マネジメ
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ントシステムが実効性のあることを評価する。

また，島根原子力発電所及び本社の各部所においては，各部所長を委員長と

するレビューを実施し，実施部門における品質保証活動に基づく社内規定の改

訂に関する事項，年度業務計画（品質目標）及び管理責任者レビューのインプ

ットに関する情報等をレビューする。 

マネジメントレビュー，管理責任者レビュー及び各部所長レビューの構成，

インプットに関する情報等については，別紙４－６及び別紙４－９に示す（⑦

－10，⑧－10）。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメントレビューへのイ

ンプットとしているほか，品質目標等の業務計画の策定／改訂，社内規定の制

定／改訂等により業務へ反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向上させるため，原子

力品質保証委員会では，実施部門の品質マネジメントシステム活動の実施状況

の評価及び管理（品質方針の改訂，品質目標の設定・達成状況等）に関する事

項等を審議し，品質マネジメントシステムが実効性のあることを評価する。ま

た，ＱＭＳ推進者会議では，原子力品質保証委員会における審議に先立つ調整

や情報共有を行っている。電源事業本部原子力品質保証運営委員会，原子力発

電所土木建築関係品質保証運営委員会及び島根原子力発電所品質保証運営委

員会では，各部所における品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及

び管理（品質目標の設定・達成状況等）に関する事項等を審議し，品質マネジ

メントシステムが実効性のあることを評価する。

電源事業本部原子力品質保証委員会，ＱＭＳ推進者会議及び各部所の品質保

証運営委員会が担当する業務内容は，別紙４－10 に示す「内部コミュニケー

ション基本要領」（⑦－11，⑧－11）。のとおりである。原子力品質保証委員

会及び各部所の品質保証運営委員会の開催実績については，別紙４－11 に示

す。（⑦－12，⑧－12） 

なお，原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関しては，本社にて保安

規定第６条に基づく原子力発電保安委員会を，また，原子炉施設の保安運営に

関する具体的重要事項に関しては，発電所にて保安規定第７条に基づく原子力

発電保安運営委員会を開催し，その内容を審議し，審議結果は業務へ反映させ

る。 

ｂ．設計及び運転等の品質保証活動 

（ａ）各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を，発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針に基づく重要性を基本とした品質

マネジメントシステム要求事項の適用の程度に応じて管理し，実施し，評価

を行い，継続的に改善する（⑦－13）。また，製品及び役務を調達する場合は，

供給者において品質保証活動が適切に遂行されるよう要求事項（原子力規制

委員会の職員による工場等への立入りに関することを含む。）を提示し，製品
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及び役務やその重要度等に応じたグレード分けに従い調達管理を行う（⑦－

14）。 

供給者に対しては，グレード分けに応じた要求項目の他，法令類からの要求

項目や製品等の内容に応じた要求項目を加えた調達要求事項を提示する（⑦－

15）。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当該業務に係る調達

要求事項を追加している。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を満足しているこ

とを，検査及び試験等により検証する（⑦－16）。これらの調達要求事項等の

具体的な内容については「工事仕様書」「購入仕様書」「委託仕様書」（以下「仕

様書」という。）で明確にしている。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行するため，品証マ

ニュアルに従い，関係法令等の要求事項を満足するよう個々の業務を計画し，

実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品及び役務を調達する場合

は，設計及び工事と同様に管理する。 

（ｂ）新規制基準の施行前に調達した製品等は，当時の品質マネジメントシステ

ムに基づき，上記と同様に管理している。

これらについても，新規制基準における設備的な要求事項を満足しているこ

と（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則への適合性）

を確認していく。 

（ｃ）各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不適合が発生した

場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を特定した上で，原子力安全

に対する重要性に応じた是正処置を実施する。 

不適合の処置及び是正処置については，別紙４－５及び別紙４－13 に示す

（⑦－17，⑧－13）。また，製品及び役務を調達する場合は，供給者において

も不適合管理が適切に遂行されるよう要求事項を提示し（⑦－18，⑧－14），

不適合が発生した場合には，各業務を主管する組織は社内規定に従ってその実

施状況を確認する。 

ｃ．品質保証活動の強化 

 当社は，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故のような極めて深刻な

事故を起こさないために，「確実な品質保証活動を主体的に行うことで，世界

最高水準の原子力安全を目指す」という決意を品質方針に示している。設定し

た品質方針を別紙４－７に示す。 

 上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活動に関する計画，

実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を構築している。 

別紙４－１ 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基
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準に関する規則を踏まえた品質マネジメントシステム計画について 

別紙４－２ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙４－３ 品質マネジメントシステム文書体系 

別紙４－４ 原子力品質保証規程（抜粋） 

別紙４－５ 原子力品質保証細則（抜粋） 

別紙４－６ 原子力安全管理監査細則（抜粋） 

別紙４－７ 品質方針（抜粋） 

別紙４－８ 品質方針の組織内への伝達方法について 

別紙４－９ マネジメントレビュー基本要領（抜粋） 

別紙４－10 内部コミュニケーション基本要領（抜粋） 

別紙４－11 委員会等の開催実績 

別紙４－12 調達管理基本要領（抜粋） 

別紙４－13 不適合等管理基本要領（抜粋） 
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（５）教育・訓練 

 

指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

  事業者において，確保した技術者に対し，その専門知識及び技術・技能を維

持・向上させるための教育・訓練を行う方針が適切に示されていること。⑨ 

 

 

確保した技術者に対し，その専門知識及び技術・技能を維持・向上させるため

の教育・訓練を行う方針を以下に示す。 

 

ａ．技術者は，原則として入社後一定期間，当社原子力発電所等において，別紙

５－１に示すとおり，原子力発電所の仕組み，発電所各系統の構成機器に関す

る基礎知識及び安全衛生に関する基礎知識等の教育・訓練を受け，原子力発電

に関する基礎知識を習得する（⑨－１）。 

  新入社員が受講する教育・訓練は，社内規程「原子力部門 技術系新入社員基

礎教育手順書」（別紙５－２）に定めている（⑨－２）。 

  その後，配属された各部門にて，教育・訓練を行っていく。原子力部門の技

術者が受講する教育・訓練は，社内規程「原子力部門 教育訓練手順書」（別紙

５－３）に定めている（⑨－３）。 

  また，実務を通じた教育・訓練として日常教育を実施している。日常教育で

は，運転及び保守における基礎知識の習得，作業安全の基礎知識の習得等を行

う。 

 

ｂ．教育・訓練については，別紙５－４の保安規定第３条（品質マネジメントシ

ステム計画）「６．２ 要員の力量の確保および教育訓練」で示すとおり，品質

マネジメントシステム文書体系に要求事項を定めている（⑨－４）。この要求事

項を踏まえ，別紙５－５で示す社内規程「力量および教育訓練基本要領」にお

いて，品質マネジメントシステム計画における要求事項を具体的に規定してい

る（⑨－５）。 

  これらの要求事項を受けて，別紙５－３で示す社内規程「原子力部門 教育訓

練手順書」において具体的な運用要領を定めており，教育・訓練の運用を品質

マネジメントシステム体系の中で規定している。これらの運用に関する規定に

基づき，原子力部門の技術者に対し，必要な教育・訓練を実施している。令和

元年度の島根原子力発電所の教育訓練実績及び保安教育実績の抜粋を別紙５－

６及び別紙５－７に示す（⑨－６，⑨－７）。 

  以上のとおり，確保した技術者に対しその専門知識及び技術・技能を維持・

向上させるため，教育・訓練に関する社内規定類を策定し，必要な教育・訓練

を行う。 
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  なお，当社訓練施設は当社のみならず，協力会社の教育・訓練にも活用でき

るよう研修設備の提供を行っており，発電所の保守点検業務等を行う協力会社

社員の専門知識・技能の向上を支援している。 

ｃ．島根原子力発電所では，原子力安全の達成に必要な技術的能力を維持・向上

させるため，保安規定等に基づき，対象者，教育内容，教育時間及び教育実施

時期について教育の実施計画を策定し，それに従って教育を実施する。 

  また，島根原子力発電所では，発電所の運営に直接携わる運転，保修，放射

線管理，化学管理，燃料管理等に関する業務の技術者に対して，別紙５－５に

示すとおり，力量認定制度を設けている。力量認定制度では，業務を遂行する

上で必要な具体的な力量を明確にし，各階層に応じた認定基準，認定方法及び

評価方法に関して要領に定めている。 

  業務に対する必要な力量の認定にあたっては，力量教育の習得，技能の発揮，

経験の期間によることとし，各項目の認定基準に基づき認定することにより，

技術者の階層及び能力に応じた教育・訓練を実施している。 

  教育訓練プログラムの概要を別紙５－８に示す（⑨－８）。 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準を超える事象が

発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を放出させるという深刻

な事故となったことを踏まえ，重大事故等対処設備に関わる知識・スキルの習

得に併せて，プラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，保守に精

通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者を育成して，原

子力安全の確保，技術力の向上を図る取組みも進めている。 

ｄ．技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほか，国内の原子力

関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練センター，一般社団法人原子力安全推進協

会及び東京大学大学院工学系研究科原子力専攻等）において，各職能，目的に

応じた実技訓練や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得

及び習熟に努める。過去５年間の社外教育訓練受講者の実績を別紙５－９に示

す（⑨－９）。 

  当社内の講師，訓練施設だけでなく，社外の講師，訓練施設に積極的に社員

を派遣することにより，訓練等で得た知識・操作能力を高め，必要ならば当社

の教育訓練項目の改善を図ること等の対策がとれること，当社の訓練施設で模

擬できない施設に関する訓練を経験することにより，より幅広い技術的能力の

習得が可能となること等の効果が得られていると考えている。 

ｅ．本変更に係る業務に従事する技術者の他，原子力防災組織において必要な事

務系社員及び協力会社社員に対しては，各役割に応じた自然災害等発生時，重

大事故等発生時の対応に必要となる技能の維持と知識の向上を図るため，計画

的，かつ継続的に教育・訓練を実施する。 
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  なお，島根原子力発電所に勤務する事務系社員に対しては，従来から保安規

定に定める以下の保安教育を実施している。 

  ・入所時に実施する教育 

    関係法令及び保安規定の遵守に関すること，原子炉施設の構造，性能に

関すること，非常の場合に講ずべき処置の概要 

  ・その他反復教育 

    関係法令及び保安規定の遵守に関すること，非常の場合に講ずべき処置

に関すること 

  これは，原子力発電所で働く全所員に対し，関係法令及び保安規定の遵守を

徹底すること，及び非常時においては事務系社員も原子力防災組織における要

員の一部であり，必要な知識，技量を教育・訓練により習得，維持する必要が

あることから，事務系社員も教育・訓練の対象者としている。また，原子力発

電所で働く協力会社社員に対しては，原子炉施設の構造，性能に関すること，

非常の場合に講ずべき処置に関すること，関係法令及び保安規定の遵守に関す

ることについて，従来からの保安教育として要求し，実施していることを確認

している。 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降，島根原子力発電所では重

大事故等対処設備等を整備し，緊急時対応要員の体制整備を進めている。これ

ら重大事故等対処設備等を効果的に活用し，適切な事故対応が行えるよう訓練

を繰り返し行うことにより，緊急時対応要員の技術的な能力の維持向上を図っ

ている。訓練の実施にあたっては，訓練の種類に対応する対象者，訓練内容等

を定め，訓練の結果，改善すべき事項が抽出されれば，速やかに検討を行うこ

ととしている。別紙５－10（⑨－10）に平成 30 年度及び令和元年度の訓練回数

を示す。また，訓練において抽出された課題の具体例を別紙５－11 に示す。 

  今後も引き続き重大事故等対処設備等の整備及び緊急時対応要員の体制整備

を進めると共に，複数の事象が発生した場合においても適切な事故対応が行え

るよう総合的な訓練を計画・実施していく。 

 

ｇ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓として緊急時対応力の強

化にとどまらず幅広く技術力全般の底上げの必要性を認識し，以下の現場力の

強化に取り組んでいる。 

  ・当社の技能訓練施設においてポンプ，電動機，弁等様々な直営訓練を実施

し，技術力の向上に努めている。 

  ・現場作業における災害の防止を図るため，物品の比重及び重心位置の体感

研修，若年者作業安全教育により安全意識の向上に努めている。 

  ・自ら実施する業務及び委託で実施する作業において，安全確保，不安全行

為に対する指摘，リスクの予測ができるようにするため，危険物取扱者（乙

種第４類），酸素欠乏危険作業主任者等，作業安全に密接に関係する資格に
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ついて，積極的に取得を進めている。 

  ・原子力発電所の事故時の物理挙動やプラント挙動を理解するため，原子力

発電設備における物理挙動やプラント挙動をパソコン上で確認できるシミ

ュレータを活用し，教育・訓練を実施している。 

 

ｈ．技術者に対する教育・訓練は，教育・訓練の結果から評価改善し，継続的な

改善を行うことで技術力の向上を図る。また，ＷＡＮＯ（世界原子力発電事業

者協会）ピアレビュー等の第三者レビュー，国内外の原子力事業者や他産業の

ベンチマークを通じて得られた知見についても，教育・訓練の改善につなげる。 

 

以上のとおり，本変更に係る技術者に対する教育・訓練を実施し，その専門知

識及び技術・技能を維持・向上させる取組みを計画的かつ継続的に実施する方針

である。 

 

別紙５－１ 令和２年度 新入社員教育 年間教育スケジュール 

別紙５－２ 原子力部門 技術系新入社員基礎教育手順書（抜粋） 

別紙５－３ 原子力部門 教育訓練手順書（抜粋） 

別紙５－４ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定 （抜粋） 

別紙５－５ 力量および教育訓練基本要領 （抜粋） 

別紙５－６ 訓練施設等における教育訓練実績（令和元年度） 

別紙５－７ 島根原子力発電所 保安教育実績 （令和元年度） 

別紙５－８ 教育訓練プログラムの概要 

別紙５－９ 島根原子力発電所における各年度の社外教育訓練受講実績 

別紙５－10 島根原子力発電所における重大事故等対応に関する訓練実績 

別紙５－11  重大事故等対応訓練において抽出した課題とその改善活動の例 
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（６）有資格者等の選任・配置 

 

指針10  有資格者等の選任・配置 

 

  事業者において，当該事業等の遂行に際し法又は法に基づく規則により有資

格者等の選任が必要となる場合，その職務が適切に遂行できるよう配置されて

いるか，又は配置される方針が適切に示されていること。⑩ 

 【解説】 

   「有資格者等」とは，原子炉主任技術者免状若しくは核燃料取扱主任者免

状を有する者又は運転責任者として基準に適合した者をいう。 

 

 

島根原子力発電所の運転に際して必要となる有資格者等については，その職務

が適切に遂行できる者の中から選任し，配置していることを以下に示す。 

 

ａ．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 95 条では，発電用原子炉主

任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者のうち，発電用原子炉施設の工

事又は施設管理に関する業務，運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及

び評価に関する業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実務経験を３年以

上有する者の中から発電用原子炉ごとに選任することが定められている。 

（ａ）実務経験について 

   島根原子力発電所の発電用原子炉主任技術者は，上記の実務経験に関する

要求に適合している者の中から職務経験期間を考慮し，以下のとおり原子炉

ごとに適切に選任する。 

（ｂ）職務能力について 

   保安規定では，発電用原子炉主任技術者の選任は電源事業本部参事以上の

者の中から電源事業本部長が行うことを定めている。 

   電源事業本部における参事以上はマネージャー（原子力人材育成センター

所長含む）以上の職位が該当し，所管する組織（部又はグループ）の管理責

任者として所管業務を統括・推進するとともに，必要に応じて関係者に対し

指導・調整並びに専門的な立場からの連携・援助等を行う能力を有する者と

して，電源事業本部長等がその職位への配置を決定した者である。 

   このため，電源事業本部参事以上であれば，一般的な職務遂行能力はすで

に有していると考えられる。電源事業本部長は，原子力部門の業務内容を踏

まえ，電源事業本部参事以上の者の中から，保安規定に定める発電用原子炉

主任技術者の職務を遂行できる能力を有する者を，発電用原子炉主任技術者

としての選任要件に該当する職務経歴を踏まえ，発電用原子炉主任技術者と

して選任する。 

（ｃ）発電用原子炉ごとの選任について 
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島根原子力発電所では，島根原子力発電所２号炉に，原子炉主任技術者免状

を有する者を，発電用原子炉主任技術者として１名配置する。 

ｂ．発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠

実かつ最優先に行い，保安のための職務が適切に遂行できるよう独立性を確保

するために，電源事業本部長が選任し配置する。このことにより，発電用原子

炉主任技術者は発電所長からの解任や配置の変更を考慮する必要がなく，保安

上必要な場合は運転に従事する者（発電所長を含む。）へ必要な指示を行うこと

ができることから，独立性を確保できている。 

  発電用原子炉主任技術者が他の職位と兼務する場合は，保安に関する職務か

らの判断と発電用原子炉主任技術者としての判断が相反する職務とならない品

質保証部又は原子力人材育成センターの管理者とする。 

発電用原子炉主任技術者と兼務できる職位の考え方を以下に示す。 

（ａ）上位職位者との関係における発電用原子炉主任技術者の独立性の確保 

発電用原子炉主任技術者の職務である保安の監督に支障をきたすことがな

いよう，上位職位者である発電所長との関係において独立性を確保するため

に，島根原子力発電所における発電用原子炉主任技術者の選任にあたっては，

発電所長の人事権が及ばない電源事業本部長が選任する。 

（ｂ）職位（職務）に基づく判断における発電用原子炉主任技術者の独立性の確

保 

発電用原子炉主任技術者を発電所の職位（職務）と兼務させる場合，平常

時及び非常時において，その職位（職務）に基づく判断と，発電用原子炉主

任技術者としての保安の監督を誠実に行うための判断が相反する立場になる

ことが予想される職位（職務）への配置は除く必要がある。 

このため，保安規定で定める保安に関する職務を確認した結果，島根原子

力発電所原子炉施設の運転に直接権限を有する職位（職務）を兼務した場合，

運転保守における権限を優先してしまい，発電用原子炉主任技術者の職務であ

る保安の監督を適切に行えない可能性があると考えられる。 

一方，島根原子力発電所原子炉施設の運転に直接権限を有しない職位（職務）

を兼務した場合は，自分の職務と発電用原子炉主任技術者の職務である保安の

監督との直接的な関連が無いことから適切に職務を遂行できると考えられる。

このため発電用原子炉主任技術者は，島根原子力発電所原子炉施設の運転に直

接権限を有しない品質保証部の部長，課長又は原子力人材育成センターの所長

との兼務は可能と考えられる。 

なお，兼務可能と判断した職位（職務）について，組織改正に伴う保安に

関する職務の変更又は法令等の改正による規制要求の変更などがあった場合

は適宜，見直す。 

ｃ．発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施設の運転に関し
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保安上必要な指示ができるよう，代行者を発電用原子炉主任技術者の選任要件

を満たす課長以上から選任し，職務遂行に万全を期している。必要な代行者数

について以下に示す。 

  必要となる発電用原子炉主任技術者数は，号炉ごとに選任する必要があるこ

とから，最小人数としては１名である。 

  しかし，疾病・負傷，出張，休暇等の理由により，保安規定に定める発電用

原子炉主任技術者の職務が遂行できない可能性を考慮し，実用炉規則第 95 条第

２項に定める選任要件に適合する代行者を選任している。 

  さらに，原子炉主任技術者の資格を有する者は常に把握していることから，

万一，発電用原子炉主任技術者が不在となる事態となれば，実用炉規則第 95 条

第２項の選任要件を満たす者の中から速やかに発電用原子炉主任技術者として

選任し，選任後 30 日以内に原子力規制委員会に届け出る。 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，２号炉において重大

事故等が発生した場合を想定し，発電用原子炉主任技術者は，夜間・休日昼間

において２号炉における重大事故等の発生連絡を受けた後，速やかに緊急時対

策本部に駆けつけられるよう，早期に参集が可能なエリア（松江市）に２号炉

の発電用原子炉主任技術者及び代行者を少なくとも１名配置する。 

ｅ．運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準（運転責任者に係る基準等に

関する規程（平成 13 年経済産業省告示第 589 号）第１条）に適合した者の中か

ら選任し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責任者である当直長の職位と

している。 

以上のとおり，島根原子力発電所の運転に際して必要となる有資格者等につい

ては，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，配置している。 
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原子力関係組織図（令和２年９月 25 日現在） 
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組織規程（抜粋） 

別紙１－２（１／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙１－２（２／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙１－２（３／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙１－２（４／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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島根原子力発電所 

原子炉施設保安規定 

（抜粋） 

令和２年９月 

中国電力株式会社 

別紙１－３（１／５） 
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（保安に関する職務） 

第５条 社長は，発電所における保安活動に係る品質マネジメントシステムの構築，実施，維

持および改善を統括する。保安に関する組織（発電用原子炉主任技術者（以下，「原子炉主

任技術者」という。）を含む。）から報告を受けた場合，「トラブル等の報告に関する社長

対応指針」に基づき原子力安全を最優先し必要な指示を行う。また，第２条の２（関係法令

および保安規定の遵守）および第２条の３（安全文化の育成および維持）に関する活動とし

て，関係法令および保安規定の遵守を確実に行うことならびに健全な安全文化を育成し，お

よび維持することをコミットメントするとともに，これらの活動が行われる体制を確実にす

る。 

２．電源事業本部長は，品質保証活動（独立監査業務を除く。）の実施に係る品質マネジメン

トシステム管理責任者として，品質マネジメントシステムの具体的活動を統括する。また，

第２条の２（関係法令および保安規定の遵守）および第２条の３（安全文化の育成および維

持）に関する活動として，保安に関する組織における関係法令および保安規定の遵守を確実

に行うための活動ならびに健全な安全文化を育成し，および維持する活動を統括する。

３．内部監査部門長は，独立監査業務に係る品質マネジメントシステム管理責任者として，品

質マネジメントシステムにおける監査業務を統括する。また，第２条の２（関係法令および

保安規定の遵守）に関する活動として，内部監査部門における関係法令および保安規定の遵

守を確実に行うための活動を統括する。 

４．調達本部長は，調達に関する業務を統括する。 

５．電源事業本部部長（原子力品質保証）は，品質保証活動（独立監査業務を除く。）の総括

に関する業務を行う。 

６．電源事業本部部長（原子力管理）は，電源事業本部（原子力管理）が実施する発電所の保

安に関する業務（発電所における保安に関する業務のうち保安教育の総括に関する業務を含

む。）を統括する。 

７．電源事業本部部長（原子力安全技術）は，電源事業本部（原子力安全技術）が実施する発

電所の保安に関する業務および輸入廃棄物の管理に関する業務を統括する。 

８．電源事業本部部長（燃料）は，電源事業本部（燃料）が実施する原子燃料の調達に関する

業務を統括する。 

９．電源事業本部部長（電源土木）は，原子力発電設備に関する土木業務を統括する。 

10．電源事業本部部長（電源建築）は，原子力発電設備に関する建築業務を統括する。 

11．発電所長（以下「所長」という。）は，発電所における保安に関する業務（保安教育の総

括に関する業務を除く。）を統括する。 

12．原子力人材育成センター所長は，教育訓練の総括（保安教育の総括に関する業務を含む。）

に関する業務を行う。 

13. 品質保証部長は，課長（品質保証）の所管する業務を統括する。

14．技術部長は，課長（技術），課長（燃料技術），課長（核物質防護）および課長（建設管

理）の所管する業務を統括する。 

15．廃止措置・環境管理部長は，課長（放射線管理）および課長（廃止措置総括）の所管する

業務を統括する。 

16．発電部長は，課長（第一発電）および課長（第二発電）の所管する業務を統括する。 

17．保修部長は，課長（保修管理），課長（保修技術），課長（電気），課長（計装），課長

（３号電気），課長（原子炉），課長（タービン），課長（３号機械），課長（土木），課

長（建築）および課長（ＳＡ工事プロジェクト）の所管する業務を統括する。 

18．課長（品質保証）は，発電所における品質保証活動の総括および使用前事業者検査等の総

括に関する業務を行う。 

19．総務課長は，調達に関する業務，文書管理に関する業務を行う。 

別紙１－３（２／５） 
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20．課長（技術）は，異常時・緊急時の措置のための体制整備に関する業務を行う。 

21．課長（燃料技術）は，原子炉の安全管理および燃料の管理に関する業務を行う。 

22．課長（核物質防護）は保全区域および周辺監視区域の管理に関する業務を行う。

23．課長（放射線管理）は，放射線管理，化学管理，放射性廃棄物管理，管理区域の出入管理

および環境放射能測定に関する業務を行う。 

24．課長（建設管理）は，３号炉原子炉施設の試運転に関する業務の計画・管理に係る業務を

行う。 

25．課長（第一発電）は，２号炉原子炉施設の運転管理に関する業務および燃料の取替に関す

る業務を行う。 

26．課長（第二発電）は，３号炉原子炉施設の運転管理に関する業務および燃料の取替に関す

る業務を行う。 

27. 当直長は，業務を所管している課長（第一発電）または課長（第二発電）（以下「課長（発

電）」という。）のもとで原子炉施設の運転操作等に関する当直業務を行う。

28．課長（保修管理）は，原子炉施設の改造工事および保修に関する業務のうち計画・管理に

係る業務ならびに初期消火活動のための体制の整備に関する業務を行う。 

29．課長（保修技術）は，原子炉施設の改造工事および保修に関する業務のうち高経年化対策

に係る業務および保全計画に関する業務を行う。 

30．課長（電気）は，２号炉原子炉施設のうち電気設備の改造工事および保修に関する業務を

行う。 

31. 課長（計装）は，２号炉原子炉施設のうち計測制御設備の改造工事および保修に関する業

務を行う。

32．課長（３号電気）は，３号炉原子炉施設のうち電気・計測制御設備の改造工事および保修

に関する業務を行う。 

33．課長（原子炉）は，２号炉原子炉施設のうち原子炉，放射性廃棄物処理設備および空調換

気設備の改造工事および保修に関する業務を行う。 

34．課長（タービン）は，２号炉原子炉施設のうちタービンおよび弁・配管設備の改造工事お

よび保修に関する業務を行う。 

35．課長（３号機械）は，３号炉原子炉施設のうち機械設備の改造工事および保修に関する業

務を行う。 

36．課長（土木）は，原子炉施設のうち土木関係設備の改造工事および保修に関する業務を行

う。 

37．課長（建築）は，原子炉施設のうち建築関係設備の改造工事および保修に関する業務を行

う。 

38．課長（ＳＡ工事プロジェクト）は，重大事故等対策工事に関する業務を行う。 

39．第１８項から第３８項に定める職位（第２７項の当直長を除く。）（以下「各課長」とい

う。），当直長および原子力人材育成センター所長は，所管業務に基づき緊急時の措置，保

安教育ならびに記録および報告を行う。また，課長（廃止措置総括）は第２編第１２７条（保

安に関する職務）の所管業務に基づき緊急時の措置を行う。 

40．各課長，当直長および原子力人材育成センター所長は，第１２項および第１８項から第３

９項に定める業務の遂行にあたって，所属員を指示・指導し，品質保証活動を行う。また，

所属員は各課長，当直長および原子力人材育成センター所長の指示・指導に従い業務を実施

する。 

41．電源事業本部部長（原子力管理）および所長は，発電所における保安に関する業務を統括

する際には，原子炉主任技術者の意見を尊重する。 

42.各職位は，第３条８．２．４で要求される検査の独立性を確保するため，本条の業務以外

に，他組織の職務に係る検査に関する業務を行うことができる。
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43．その他関連する組織は，「組織規程」に基づき業務を行う。 

（原子力発電保安委員会） 

第６条 電源事業本部に原子力発電保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。 

（１）原子炉設置（変更）許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更

（２）原子炉施設保安規定の変更

（３）原子炉施設の定期的な評価の結果

（４）保安教育実施計画の策定（第１１７条）に関する事項

（５）その他保安委員会で定めた審議事項

３．電源事業本部部長（原子力管理）を委員長とする。

４．保安委員会は，委員長，電源事業本部部長（原子力安全技術），所長，原子炉主任技術者，

各部長（品質保証部長，技術部長，廃止措置・環境管理部長，発電部長および保修部長），

電源事業本部（原子力管理）マネージャー，原子力人材育成センター所長および電源事業本

部（原子力安全技術）マネージャーに加え，委員長が指名した者で構成する。 

５．委員長は，審議結果を定期的に社長へ報告する。 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条 発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認す

る。ただし，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は審議事項に該当しない。 

（１）運転管理に関する規定類の制定および改正

・運転員の構成人員に関する事項

・当直の引継方法に関する事項

・原子炉の起動および停止操作に関する事項

・巡視点検に関する事項

・異常時の操作に関する事項

・警報発生時の措置に関する事項

・原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項

・定期試験に関する事項

（２）燃料管理に関する規定類の制定および改正

・新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項

・新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項

・燃料の検査および取替に関する事項

（３）放射性廃棄物管理に関する規定類の制定および改正

・放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項

・放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項

・放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項

・放出管理用計測器の点検・校正に関する事項

（４）放射線管理に関する規定類の制定および改正

・管理区域の設定，区域区分および特別措置を要する区域に関する事項

・管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項

・保全区域に関する事項

・周辺監視区域に関する事項

②－8 
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・線量の評価に関する事項

・除染に関する事項

・外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項

・放射線計測器類の点検・校正に関する事項

・管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項

（５）施設管理に関する規定類の制定および改正ならびに保全・施設管理の有効性評価に関す

る事項 

（６）改造の実施に関する事項

（７）緊急時における運転操作に関する規定類の制定および改正（第１０９条）

（８）事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項

３．所長を委員長とする。

４．運営委員会は，委員長，原子炉主任技術者および各部長（品質保証部長，技術部長，廃止

措置・環境管理部長，発電部長および保修部長）に加え，委員長が指名した者で構成する。 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 電源事業本部長は，原子炉主任技術者および代行者を，原子炉主任技術者免状を有す

る者から選任する。 

２．原子炉主任技術者は,原子炉毎に選任し，同一型式（沸騰水型）の原子炉では兼任させる

ことができる。 

３．原子炉主任技術者は，電源事業本部参事以上とし，第９条（原子炉主任技術者の職務等）

に定める職務を専任する。 

４．代行者の職位は，課長以上とする。 

５．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行

できない期間が長期にわたる場合は別の原子炉主任技術者を選任する。 

（電気主任技術者およびボイラー・タービン主任技術者の選任） 

第８条の２ 所長は，電気主任技術者および代行者を，第一種電気主任技術者免状を有する者

の中から，ボイラー・タービン主任技術者および代行者を，第一種ボイラー・タービン主任

技術者免状を有する者の中から選任する。 

２．電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者およびそれぞれの代行者の職位は，課長

以上もしくはこれに準ずるものとする。 

３．電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者が職務を遂行できない場合は，それぞれ

の代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない期間が長期にわたる場合は別の電気主任

技術者，ボイラー・タービン主任技術者を選任する。 
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原子力防災組織（島根原子力発電所） 

※４

※１　本部員含む ①：意思決定・指揮
※２　火災発生時以外は復旧班員として活動を行う。 ②：情報収集・計画立案
※３　火災発生時は自衛消防隊として活動を行う。 ③：復旧対応
※４　１，２号炉含め本体制にて対応するが，１号炉については ④：プラント監視対応

必要な措置を講じるまでに時間的余裕があるため，２号炉 ⑤：対外対応
対応を優先する。 ⑥：情報管理

⑦：ロジスティック・リソース管理

自衛消防隊長
※２

本部長 ２号炉発電用原子炉主任技術者

技術班長

放射線管理班長

技術統括

復旧班長 復旧班員

プラント監視班長 プラント監視班員プラント監視統括

１号運転員

２号運転員

報道班長

対外対応班長

報道班員

対外対応班員

情報管理班長

通報班長

情報管理班員

通報班員

支援班長

警備班長

支援班員

警備班員

支援統括

緊急時対策要員

１，２中央制御室

復旧班
現場要員

※１

①

②

③

⑤

⑦

放射線管理班
現場要員

消火班員

消防チーム

④

⑥

※２

※３

運転補助要員

３号炉中央制御室

※３

復旧統括

広報統括

情報統括

技術班員

放射線管理班員

別紙１－４（１／３） 
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原子力防災組織（島根原子力発電所） 各職位のミッション 

職 位 ミッション

本部長 ・防災体制の発令，変更の決定

・緊急時対策本部の指揮・統括

・重要な事項の意思決定

発電用原子炉主任技術者 ・原子炉安全に関する保安の監督，本部長への助言

技術統括 ・原子炉の運転に関するデータの収集，分析及び評価の統括

・原子炉の運転に関する具体的復旧方法，工程等作成の統括

・発電所内外の放射線，放射性物質濃度の状況把握に係る測定の統括

技術班 ・原子炉の運転に関するデータの収集，分析及び評価

・原子炉の異常拡大防止に必要な運転に関する技術的措置

・原子炉の運転に関する具体的復旧方法，工程等作成

放射線管理班 ・発電所内外の放射線，放射性物質濃度の状況把握に係る測定

・放射性物質の影響範囲の推定

・緊急時対策活動に係る立入禁止措置，退去措置及び除染等の放射線管理

・緊急時対策要員・退避者の線量評価及び汚染拡大防止措置・除染

プラント監視統括 ・異常状況の把握の統括

・異常の拡大防止に必要な運転上の操作への助言

プラント監視班 ・異常状況の把握

・プラントデータ採取・状況のまとめ

・発電所施設の保安維持

当直（運転員） ・異常の拡大防止に必要な運転上の操作

運転補助要員 ・大規模損壊発生時の運転補助

復旧統括 ・復旧作業，消火活動の統括

復旧班 ・応急措置のための復旧作業方法の作成

・復旧作業の実施

自衛消防隊 ・消火活動

広報統括 ・報道対応，自治体への対応の統括

報道班 ・マスコミ対応者への支援

対外対応班 ・自治体への対応

情報統括 ・関係機関への通報・連絡，情報管理の統括

情報管理班 ・関係機関への通報・連絡様式の作成

・情報の収集，共有及び一元管理

・統合原子力防災ネットワーク接続の確保

通報班 ・関係機関への通報・連絡

支援統括 ・緊急時対策本部の運営支援，警備対応の統括

支援班 ・緊急時対策本部の運営支援

・緊急時対策要員の人員把握

・避難誘導

・資機材及び輸送手段の確保

・救出・医療活動

警備班 ・出入り管理及び警備当局対応

・緊急車両の誘導

別紙１－４（２／３） 
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原子力防災組織（本社） 

別紙１－４（３／３） 
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島根原子力発電所 

原子力事業者防災業務計画 

（抜粋） 

令和２年８月 

中国電力株式会社 

別紙１－５（１／１６） 
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緊急時体制の区分 原子力災害等の状況 法令等 

緊急時特別非常体制 

（全面緊急事態） 

別表１に示す原災法第１５条第１項等の

基準に該当する事象が発生し，その旨を関

係各所に報告（原子力発電所敷地境界付近

において，１時間当たり５マイクロシーベ

ルト以上の放射線量が２地点以上において

検出されたとき又は１地点において１０分

間以上継続して検出されたとき等）すると

き，又は内閣総理大臣が原災法第１５条第

２項の規定に基づく原子力緊急事態宣言を

行ったときから，内閣総理大臣が原災法第

１５条第４項の規定に基づく原子力緊急事

態解除宣言を行ったときまでの間 

原災法，指針 

（注１）緊急時体制の区分欄の（ ）内は，指針で規定される名称。 

（注２）原子力防災管理者は，上表に示す原子力災害等の状況に満たない場合でも，

必要と認めるときは緊急時体制を発令することができる。また，原子力防災管

理者は，原災法第１５条第４項の規定に基づく原子力緊急事態解除宣言が行わ

れた後においても，必要により緊急時体制を継続することができる。 

（２）緊急時体制発令時の中国電力ネットワーク株式会社との連携

緊急時体制発令時は，この計画のとおり中国電力ネットワーク株式会社と一体

となって対応する。 

２．原子力防災組織 

（１）発電所

ａ．原子力防災管理者は，発電所に原子力防災組織を設置する。 

ｂ．原子力防災組織は，別図１に定める業務分掌に基づき，原子力災害の発生又は

拡大を防止するために必要な活動を行う。 

ｃ．原子力防災管理者は，原子力防災組織に別表４に定める業務を行う原子力防災

要員を置く。 

ｄ．原子力防災管理者は，原子力災害が発生した場合に，直ちに原子力防災要員等

を配置し，その業務を行う。 

ｅ．社長は，原子力防災要員を置いた場合又は変更した場合は，原子力規制委員会，

島根県知事，松江市長及び鳥取県知事に別紙２の届出書により原子力防災要員を

置いた日又は変更した日から７日以内に届け出る。 

ｆ．原子力防災管理者は，原子力防災要員等の内，派遣要員をあらかじめ定めてお

く。派遣要員の主な職務は次のとおりとする。 

（ａ）指定行政機関の長，指定地方行政機関の長及び地方公共団体の長その他の執

②－4
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行機関の実施する緊急事態応急対策への協力 

（ｂ）指定行政機関の長，指定地方行政機関の長及び地方公共団体の長その他の執

行機関の実施する原子力災害事後対策への協力 

（ｃ）他の原子力事業者の原子力事業所に係る緊急事態応急対策への協力 

（２）本社

ａ．社長は，本社に本社原子力防災組織を設置する。 

ｂ．本社原子力防災組織は，別図２に定める業務分掌に基づき，本社における原子

力災害対策活動を実施し，発電所の原子力災害対策活動を支援する。 

ｃ．社長は，本社原子力防災組織に緊急時対策要員を置く。 

ｄ．社長は，緊急時特別非常体制を発令した場合，内閣総理大臣の原子力緊急事態

宣言という社会的重大性に鑑み，国の原子力災害対策本部及びオフサイトセンタ

ーの関係機関と連携し，緊急時応急対策に全力で取り組む。 

ｅ．社長は，本社及び発電所の原子力防災組織を統括し，必要な場合は他の社内機

関も動員して原子力災害対策活動を実施する。（別図３参照） 

３．原子力防災管理者・副原子力防災管理者の職務等 

（１）原子力防災管理者の職務

ａ．原子力防災管理者は，発電所長とし，原子力防災組織を統括管理する。 

ｂ．原子力防災管理者は，原子力発電所敷地境界付近において１時間当たり０．２

２マイクロシーベルト以上の放射線量が検出された場合，及び別表１に示す警戒

事態の基準に該当する事象又は原災法第１０条第１項等の基準に該当する事象

等の発生について報告を受け，又は自ら発見したときは，直ちに別図４－１，４

－２，４－３，４－４に定める箇所へ通報又は連絡する。 

ｃ．原子力防災管理者は，原子力発電所敷地境界付近において１時間当たり０．２

２マイクロシーベルト以上の放射線量が検出された場合，及び別表１に示す警戒

事態の基準に該当する事象又は原災法第１０条第１項等の基準に該当する事象等

が発生した場合，直ちに原子力防災要員に，原子力災害の発生又は拡大の防止の

ために必要な応急措置を行わせるとともに，その概要を別図５－１，５－２，５

－３，５－４に定める箇所へ報告する。 

ｄ．原子力防災管理者は，別表１に示す原災法第１５条第１項等の基準に該当する

事象が発生した場合，直ちに別図５－３，５－４に定める箇所へ報告する。 

ｅ．原子力防災管理者は，原災法第１１条第１項の規定に基づく放射線測定設備を

設置及び維持し，同条第２項の規定に基づく放射線障害防護用器具，非常用通信

機器その他の資材又は機材を備え付け，随時，保守点検する。 

ｆ．原子力防災管理者は，緊急時対策要員に対し定期的に緊急事態に対処するため

の総合的な訓練及び防災教育を実施する。 

なお，この計画において原子力防災管理者の実施する職務として記載している

事項については，あらかじめ定めるところにより，他の職位の実施した結果を確

認することにより実施したものと見なすことができる。 
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通報又は連絡を行った後の社外関係機関への報告又は連絡について，別図５－

１，５－２及び５－３に定める連絡体制を整備しておく。 

なお，別表１に示す原災法第１０条第１項等の基準に該当する事象のうち，発

電所が輸送物の安全について責任を有する事業所外運搬（使用済燃料，低レベル

放射性廃棄物等）の場合にあっては，別図５－４に定める連絡体制を取る。 

ｂ．防災組織の連絡体制 

連絡経路は別図３に定めるとおりとする。 

２．緊急時体制の発令及び解除 

（１）緊急時体制の発令

ａ．発電所 

原子力防災管理者は，原子力発電所敷地境界付近において１時間当たり０．２２

マイクロシーベルト以上の放射線量が検出された場合，又は別表１に示す基準に

該当する事象の発生について報告を受け，又は自ら発見したときは，直ちに別図

６に定める連絡経路により緊急時体制を発令する。 

原子力防災管理者は，緊急時体制を発令した場合は，直ちに電源事業本部部長

（原子力管理）（以下「部長（原子力管理）」という。）に報告する。 

ｂ．本社 

部長（原子力管理）は，原子力防災管理者から発電所における緊急時体制発令

の報告を受けた場合は，別図７に定めるとおり直ちに社長，電源事業本部長及び

コンプライアンス推進部門長に報告し，社長は本社における緊急時体制を発令す

る。この際，発電所において発令した緊急時体制の区分を本社においても適用す

る。 

社長が本社における緊急時体制を発令した場合，部長（原子力管理）は，中国

電力ネットワーク株式会社社長にその旨を連絡する。 

（２）緊急時対策本部及び緊急時対策総本部の設置

ａ．発電所 

（ａ）原子力防災管理者は，緊急時体制を発令した場合，速やかに緊急時対策本部

（以下「本部」という。）を緊急時対策所に設置する。 

（ｂ）本部は，原子力防災組織で構成する。 

（ｃ）原子力防災管理者は，緊急時対策本部長（以下「本部長」という。）として

その職務を遂行する。 

ｂ．本社 

（ａ）社長は，本社に緊急時体制を発令した場合，速やかに緊急時対策総本部（以

下「総本部」という。）を原子力災害対策室に設置する。 

（ｂ）総本部は，本社原子力防災組織で構成する。 

（ｃ）社長は，緊急時対策総本部長（以下「総本部長」という。）として，そ

の職務を遂行する。 

別紙１－５（４／１６） 
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（３）緊急時体制の解除

ａ．発電所 

本部長は，以下の状態になった場合，関係機関と協議し，総本部長の了承を得

て緊急時体制を解除することができる。 

（ａ）原災法第１５条第２項の規定に基づく原子力緊急事態宣言が発令され，その

後原災法第１５条第４項の規定に基づく内閣総理大臣による原子力緊急事態

解除宣言が行われた場合。 

（ｂ）原災法第１５条第２頃の規定に基づく原子力緊急事態宣言の発令に至らず，

原子力災害の原因の除去及び被害範囲の拡大防止の措置を行い，事象が収束し

ている場合。 

本部長は，発電所の緊急時体制を解除した場合は，総本部長又は部長（原子力

管理）に報告する。 

ｂ．本社 

総本部長は，上記ａ．（ａ）又は（ｂ）の場合，本社における緊急時体制を解

除することができる。 

３．原子力事業所災害対策支援拠点の設置及び廃止 

（１）総本部長は，事態に応じ原子力事業所災害対策支援拠点を設置し，事故復旧作

業に従事する要員の放射線管理及び復旧資機材の受入れ等の支援を行う。 

（２）総本部長は，緊急時体制を解除した場合，原子力事業所災害対策支援拠点を

廃止することができる。 

４．緊急時対策要員の非常招集及び解散 

（１）緊急時対策要員の非常招集

ａ．発電所 

原子力防災管理者は，発電所における緊急時体制発令時（緊急時体制発令が予

想される場合を含む。）に緊急放送装置，緊急時サイレン又は緊急時連絡網等を

使用して緊急時対策要員を非常招集する。また，本部の各統括及び班長は招集し

た班員を把握する。なお，原子力防災管理者は，あらかじめ緊急時対策要員の連

絡先を記載した名簿を整備しておく。 

ｂ．本社 

部長（原子力管理）は，本社における緊急時体制発令時（緊急時体制発令が予

想される場合を含む。）に社内放送，緊急時連絡網等を使用して本社の緊急時対

策要員を非常招集する。また，総本部の各班長は招集した班員を把握する。なお，

部長（原子力管理）は，あらかじめ緊急時対策要員の連絡先を記載した名簿を整

備しておく。 

（２）緊急時対策要員の解散

総本部長及び本部長は，緊急時体制を解除した場合，その後の原子力災害事後

対策に必要な要員を除き，発電所及び本社の要員を解散する。 
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第３章 緊急事態応急対策等の実施 

第１節 通報又は連絡 

１．通報又は連絡の実施 

（１）通報又は連絡の実施

ａ．原子力防災管理者は，敷地境界放射線上昇事象（原子力発電所敷地境界付近に

おいて１時間当たり０．２２マイクロシーベルト以上の放射線量が検出された場

合）が発生した場合，別紙７に定める通報様式に必要事項を記入し，原子力規制

委員会，島根県知事，松江市長，出雲市長，安来市長，雲南市長，鳥取県知事，

米子市長及び境港市長にファクシミリ装置その他の可能な限り早く到達する通

信手段を用いて一斉に送信し，記録として保存する。また，別図４－１に示す，

通報先以外の連絡先にも同様に連絡を行う。更に，原子力規制委員会，島根県知

事，松江市長，出雲市長，安来市長，雲南市長，鳥取県知事，米子市長及び境港

市長に対してはその着信を確認する。 

ｂ．原子力防災管理者は，別表１に示す警戒事態の基準に該当する事象の発生につ

いて報告を受け，又は自ら発見したときは，別紙８－１に定める連絡様式に必要

事項を記入し，原子力規制委員会，島根県知事，松江市長，鳥取県知事等，別図

４－２に定める連絡先にファクシミリ装置その他の可能な限り早く到達する通

信手段を用いて一斉に送信し，記録として保存する。更に，原子力規制委員会，

島根県知事，松江市長，出雲市長，安来市長，雲南市長，鳥取県知事，米子市長

及び境港市長に対してはその着信を確認する。 

ｃ．原子力防災管理者は，別表１に示す原災法第１０条第１項等の基準に該当する

事象の発生について報告を受け，又は自ら発見したときは，直ちに別紙９－１に

定める通報様式に必要事項を記入し，内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県

知事，松江市長，鳥取県知事等，別図４－３に定める通報先にファクシミリ装置

その他の可能な限り早く到達する通信手段を用いて一斉に送信し，記録として保

存する。更に，内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県知事，松江市長，出雲

市長，安来市長，雲南市長，鳥取県知事，米子市長及び境港市長に対してはその

着信を確認する。 

なお，別表１に示す原災法第１０条第１項等の基準に該当する事象のうち，発

電所が輸送物の安全について責任を有する事業所外運搬（使用済燃料，低レベル

放射性廃棄物等）の場合にあっては，別紙９－２に定める通報様式に必要事項を

記入し，内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交通大臣，当該事象が発生した

場所を管轄する都道府県知事，市町村長等，別図４－４に定める通報先にファク

シミリ装置その他の可能な限り早く到達する通信手段を用いて送信し，記録とし

て保存する。更に，内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交通大臣，当該事象

が発生した場所を管轄する都道府県知事及び市町村長に対してはその着信を確
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認する。 

原子力防災管理者は，原災法第１０条第１項等の基準に基づく通報を行った際

は内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県知事，松江市長及び鳥取県知事と連

絡を取りつつ島根県と合同で報道機関へ発表する。 

ｄ．複数の通報又は連絡を行う必要が生じた場合は，上記ｃ．，ｂ．，ａ．の順に優

先して実施する。なお，同時に，この計画第３章第３節｢緊急事態応急対策｣の報

告を行う必要が生じた場合は，本節の通報又は連絡よりも優先して実施する。 

（２）中性子線の測定

原子力防災管理者は，この計画第２章第３節１．「敷地境界付近の放射線測定

設備の設置，検査等」に基づいて設置するモニタリングポストにより，１時間当

たり１マイクロシーベルト以上の放射線量が検出されているときは，中性子線

（自然放射線によるものを除く。）が検出されないことが明らかとなるまでの間，

施設の周辺において中性子線測定用可搬式測定器によって瞬間ごとの中性子線

の放射線量を測定し，１時間当たりの数値に換算する。 

２．緊急時体制発令時の対応 

（１）原子力防災管理者は，前項の事象が発生した場合，この計画第２章第１節１．

「緊急時体制の区分」に基づき，直ちに緊急時体制を発令する。 

なお，事象の進展によっては，緊急時警戒体制又は緊急時非常体制を発令せず，

直接緊急時特別非常体制を発令する場合もある。その場合の緊急時体制の発令は，

この計画第３章第３節「緊急事態応急対策」に準ずる。 

（２）原子力防災管理者は，この計画第２章第２節２．（１）「緊急時体制の発令」に

規定する緊急時体制を発令した場合は，直ちに部長（原子力管理）に報告する。

また，この際，原子力防災管理者は，別表１１に定めるＳＰＤＳデータが国へ伝

送されていることを確認する。 

（３）社長は，部長（原子力管理）から発電所緊急時体制の発令の報告を受けたとき

は，この計画第２章第１節１．「緊急時体制の区分」に基づき，直ちに本社にお

ける緊急時体制を発令する。 

（４）原子力防災管理者及び部長（原子力管理）は，緊急時体制発令後，緊急時対策

要員を非常招集する。 

（５）原子力防災管理者及び社長は，発電所及び本社にそれぞれ本部，総本部を設置

し，それぞれ本部長，総本部長となり活動を開始する。 

３．情報の収集と提供 

（１）本部の各統括は，事故状況の把握を行うため，速やかに次の事項を調査し，事

故及び被害状況等を迅速かつ的確に収集し，本部長に報告する。 

ａ．事故の発生時刻及び場所 

ｂ．事故原因，状況及び事故の拡大防止措置 

ｃ．被ばく及び傷害等人身災害に係る状況 
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ｄ．発電所敷地周辺における放射線及び放射能の測定結果 

ｅ．放出放射性物質の種類，量，放出場所及び放出状況の推移等の状況 

ｆ．気象状況 

ｇ．事故収束の見通し 

ｈ．その他必要と認める事項 

（２）本部長は，上記の情報を定期的に収集し，その内容を別紙８－２，別紙１０－１

又は別紙１０－２に記載して別図５－１，５－２，５－３又は５－４に定める連

絡箇所にファクシミリ装置その他の可能な限り早く到達する通信手段にて送信

し，記録として保存する。 

４．統合原子力防災ネットワーク用通信連絡設備の起動 

原子力防災管理者及び部長（原子力管理）は，別表１に示す基準に該当する事象

が発生した場合，緊急時対策所，原子力災害対策室において統合原子力防災ネット

ワークに接続するテレビ会議システムを起動する。

５．社外関係機関との連絡方法 

原子力防災管理者（本部が設置されている場合は本部長）は，別図５－３，５－４

の連絡経路により社外関係機関に連絡を行う。 

６．通話制限 

総本部長及び本部長は，緊急事態応急対策実施時の保安通信を確保するため，必

要と認めたときは，通話制限その他必要な措置を講じる。 

７．原子力緊急事態支援組織への協力要請 

部長（原子力管理）は，原災法第１０条第１項の規定に基づく通報を行った場合，

その情報を原子力緊急事態支援組織に連絡するとともに，状況に応じて資機材の提

供等の支援要請を行う。 

第２節 応急措置の実施 

１．応急措置の実施報告 

本部長は，本節の各項に掲げる応急措置を実施するとともに，別紙１０－１に定

める報告様式にその概要を記入し，内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県知事，

松江市長，鳥取県知事等，別図５－３に定める報告先にファクシミリ装置その他の

可能な限り早く到達する通信手段を用いて一斉に送信し，記録として保存する。更

に，内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県知事，松江市長，出雲市長，安来市

長，雲南市長，鳥取県知事，米子市長及び境港市長に対してはその着信を確認する。 

ただし，事業所外運搬に係る事象の発生の場合にあっては，別紙１０－２に定め
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る報告様式にその概要を記入し，内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交通大臣，

当該事象が発生した場所を管轄する都道府県知事及び市町村長等，別図５－４に定

める報告先にファクシミリ装置その他の可能な限り早く到達する通信手段を用い

て送信し，記録として保存する。更に，内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交

通大臣，当該事象が発生した場所を管轄する都道府県知事及び市町村長に対しては

その着信を確認する。 

２．避難 

（１）避難誘導

本部長は，発電所内の事象に係る緊急時体制を発令した場合は，別図１０に示

す集合場所及び避難場所の配置図により，発電所敷地内の原子力災害対策活動に

従事しない者及び来訪者等（以下「発電所避難者」という。）に対する避難場所

及び避難経路等の必要な事項を指示するものとし，緊急放送装置，ページング等

により，避難場所への避難及び避難の際の防護措置を周知するとともに，発電所

避難者の避難誘導を行う者（以下「避難誘導員」という。）の配置を指示し，そ

の業務にあたらせる。 

なお，来訪者に対しては，バス等による輸送若しくは避難誘導員による誘導案

内を行い，避難場所への避難が迅速かつ的確に行えるよう特に配慮する。また，

本部長は，避難誘導員からの報告を受け，発電所避難者の人数，健康状態等の状

況を把握するものとする。 

（２）移送

本部長は，避難場所への避難の完了後，発電所内の事象等により，必要に応じ

て，発電所避難者を適切な場所へ移送するものとする。 

また本部長は，緊急時体制発令中においては，発電所敷地内への入域を制限す

るとともに，原子力災害対策活動に関係のない車両の使用を禁止する。 

３．放射性物質の影響範囲の推定及び防護措置 

本部長は，発電所内及び発電所敷地周辺の放射線並びに放射性物質の測定を行い，

放射性物質が発電所敷地外に放出された場合は，放射線監視データ，気象観測デー

タ，緊急時環境モニタリングデータ等を基に放射性物質の影響範囲を推定する。

また，本部長は必要に応じて原子力災害対策活動等に従事する者に対し，防護マ

スクの着用及び線量計の携帯等の防護措置を指示するものとする。

なお，本部長は，原子力災害対策活動等に従事する者に対し，別表１２に定める

基準により，安定ヨウ素剤を服用させる。 

４．原子力災害医療 

（１）救助活動

本部長は，負傷者及び放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者（以下

「負傷者等」という。）がいる場合は，負傷者等を放射線の影響の少ない場所に
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速やかに救出する。 

（２）医療活動

本部長は，負傷者等を別図９に示す発電所内の健康管理センターに搬送し，応

急処置及び除染等の措置を講じるとともに，医療機関への搬送及び治療の依頼等

の必要な措置を講じる。 

（３）二次災害防止に関する措置

本部長は，医療機関へ負傷者等の搬送及び治療の依頼を行うとき並びに救急隊

到着時に，事故の概要，負傷者等の放射性物質による汚染の状況，搬送及び治療

の際の救急隊の被ばく防止のために必要な情報を伝達する等の措置を講じる。 

（４）医療機関への搬送に関する措置

本部長は，負傷者等を医療機関へ搬送する際に，放射性物質や放射線に対する

知識を有し，線量評価や汚染の拡大防止措置が行える者を同行させるとともに，

医療機関へ到着時に必要な情報を伝達する。 

また，本部長は，負傷者等の搬送を行った救急車や処置を行った医療機関の処

置室等の汚染検査に協力する。 

（５）緊急時対策要員の健康管理等

本部長は，緊急時対策要員の疲弊を防止し，原子力災害対策活動を円滑に行う

ため，できる限り早期に，活動期間及び交代時期を明確にする。 

また，本部長は，緊急時対策要員への健康診断及び健康相談による健康不安に

対する対策等を実施する。 

５．消火活動 

本部長は，火災が発生した場合は速やかにその状況を把握し，消防機関に通報す

るとともに，安全を確保しつつ自発的に初期消火活動を行い，消防機関と連携協力

して迅速に消火活動を行う。 

６．汚染拡大の防止 

本部長は，不要な被ばくを防止するため，関係者以外の者の立入りを禁止する区

域を設定し，標識により明示するとともに，必要に応じ緊急放送装置等により発電

所構内にいる者に周知する。また，放射性物質による予期しない汚染が確認された

場合には，速やかにその拡大の防止及び除去に努める。 

７．線量評価 

本部長は，発電所避難者及び原子力災害対策活動に従事している要員の線量評価

を行うとともに，放射性物質による汚染が確認された場合には，速やかにその拡大

の防止及び除去に努める。 
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８．広報活動 

総本部長及び本部長は，緊急時体制を発令した後，プラントの状況，応急措置の

概要等をとりまとめ，プレス発表を行う。また，オフサイトセンターの運営開始以

降は，国，島根県，松江市，鳥取県等と連携してプレス発表を行う。 

９．応急復旧 

（１）施設及び設備の整備及び点検

本部長は，中央制御室の計器等による監視及び可能な範囲における巡視点検の

実施により，発電所設備の異常の状況，機器の動作状況等を把握する。 

（２）応急の復旧対策

本部長は，原子力災害の拡大の防止を図るため，別表１３の業務を含めて以下

に関する応急復旧計画を策定し，これに基づき速やかに復旧対策を実施する。 

ａ．施設や設備の整備及び点検 

ｂ．故障した設備等の応急の復旧 

ｃ．その他応急の復旧対策に必要な事項 

（３）原子力規制委員会から命令があった場合の対応

本部長は，原子炉等規制法第６４条第３項の規定に基づく危険時の措置につい

て原子力規制委員会から命令があった場合は，適切に対応する。 

１０．原子力災害の拡大防止を図るための措置 

本部長は，以下に示す事項により，事故状況の把握，事故の拡大防止及び被害の

拡大に関する推定を行い，原子力災害の拡大防止を図る。 

（１）主要運転データにより原子炉系の運転状態を把握し，燃料破損あるいはその可

能性の有無を評価する。 

（２）発生事象に対する工学的安全施設等の健全性及び運転可能な状態の継続性を把 

握し，事故の拡大の可能性を予測するとともに，放射能が外部へ放出される可能

性を評価する。 

（３）可能な限り燃料破損の程度を定量的に推定し，外部へ放出される放射能の予測

を行う。 

（４）事故の拡大のおそれがある場合には，事故拡大防止に関する運転上の措置を検

討する。 

（５）その他の号機については，事故発生号機からの影響を考慮し，運転継続の可否

を検討するとともに，必要な点検及び操作を実施して，保安維持を行う。 

（６）環境への放射性物質の放出状況及び気象状況等から，事故による周辺環境への

影響を予測する。 

１１．資機材の調達及び輸送 

本部長は，原子力防災資機材及びその他資機材の使用状況を調査し，必要な資機

材を調達する。また，本部長は，発電所において十分に調達できない場合，総本部
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に必要な資機材の調達及び輸送を要請する。 

１２．事業所外運搬に係る事象の発生における措置 

総本部長及び本部長は，事業所外運搬に係る事象が発生した場合，直ちに現場へ

必要な要員を派遣し，運搬を委託された者，最寄りの消防機関，警察機関及び海上

保安部署と協力して，事象の状況を踏まえ次に掲げる措置を実施し，原子力災害の

発生の防止を図る。 

（１）放射線障害を受けた者の救出，避難等の措置

（２）消火，延焼防止の措置

（３）運搬に従事する者や付近にいる者の退避

（４）立入制限区域の設定

（５）核燃料物質等の安全な場所への移動

（６）モニタリングの実施

（７）核燃料物質等による汚染及び漏えいの拡大防止並びに汚染の除去

（８）遮へい対策の実施

（９）その他放射線障害の防止のために必要な措置

１３．原子力防災要員等の派遣 

本部長は，原子力防災専門官その他国の関係機関から，オフサイトセンターの設

営準備に入る旨の連絡を受けた場合，オフサイトセンターの設営準備助勢のため，

原子力防災要員等を派遣する。 

１４．地方公共団体からの要請に基づく派遣等 

本部長は，地方公共団体の長から要請があった場合は，島根県地域防災計画及び

鳥取県地域防災計画で定めるモニタリング要員の派遣及び防災資機材の提供等，防

災上必要な要員の派遣及び防災資機材の提供について，適切に対応する。 

１５．被災者の相談窓口の設置 

総本部長は，原子力緊急事態解除宣言前であっても，可能な限り速やかに被災者

の損害賠償請求等のため，相談窓口を設置する等，必要な体制を整備する。 

第３節 緊急事態応急対策 

１．緊急時特別非常体制の発令 

（１）本部長は，別表１に示す原災法第１５条第１項等の基準に至った場合，直ちに

別紙９－１に所定の事項を記入し，内閣総理大臣，原子力規制委員会，島根県知

事，松江市長，鳥取県知事等，別図５－３に定める報告先にファクシミリ装置そ

の他の可能な限り早く到達する通信手段を用いて一斉に送信し，記録として保存 

②－6，②－7
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防災要員等の派遣，原子力防災資機材の貸与その他必要な措置を講じる。 

ａ．オフサイトセンターにおける業務に関する事項 

（ａ）オフサイトセンターの設営準備助勢 

（ｂ）発電所とオフサイトセンターとの情報交換 

（ｃ）報道機関への情報提供 

（ｄ）緊急事態応急対策についての相互の協力及び調整 

（ｅ）原子力災害合同対策協議会への参加 

ｂ．環境放射線モニタリング，汚染検査及び汚染除去に関する事項 

（ａ）環境放射線モニタリング 

（ｂ）身体又は衣服に付着している放射性物質の汚染の測定 

（ｃ）住民からの依頼による物品又は家屋等の放射性物質による汚染の測定 

（ｄ）放射性物質による汚染が確認されたものの除染 

（２）原子力規制庁緊急時対応センターへの派遣

部長（原子力管理）は，国の関係機関から，原子力規制庁緊急時対応センター

の運営の準備に入る体制を取る旨の連絡を受けた場合，対応要員の派遣その他必

要な措置を講じる。 

（３）原子力事業所災害対策支援拠点への派遣

部長（原子力管理）は，以下に掲げる事項を実施するための拠点として原子力

事業所災害対策支援拠点の設置が必要と判断した場合，あらかじめ複数選定して

おいた拠点の候補の中から適切な拠点を確保し，緊急時対策要員及びその他必要

な要員を派遣するとともに，原子力事業所災害対策支援に必要な資機材及び原子

力災害対策活動で使用する資料を輸送し，配備する。資機材等の輸送は，陸路の

ほか空路等の使用も考慮し，早急な配備に努める。 

ａ．原子力事業所災害対策支援拠点における業務に関する事項 

（ａ）発電所への物資，要員の派遣 

（ｂ）輸送に付随する放射線管理，入退域管理 

派遣された原子力防災要員等は，派遣先の関係執行機関の長の指示に基づき，

必要な業務を行う。なお，本部長は，本社の応援を必要とするときは総本部長に

要請し，総本部長は，本社からオフサイトセンター等への派遣要員を選定し，派

遣する。それでもなお不足する場合は，総本部長は他の原子力事業者の応援を要

請する。 

②－7
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別図１ 原子力防災組織 

（ ）内は副原子力防災管理者及び

原子力防災要員のうち初期対応に必

要な要員数を示す。 

上記以外に，オフサイトセンターの

派遣要員１２名を配置。 

プラント 

監視班 

（１３名） 

１．異常状況の把握 

２．異常の拡大防止に必要な運転上の操作 

３．プラントデータ採取，状況まとめ 

４．発電所施設の保安維持 

復旧統括（１名） 

復旧班 

（２３名） 

１．発電所施設の被災状況の把握 

２．応急措置のための復旧作業方法の作成 

３．復旧作業の実施 

４．消火活動 

５．遠隔操作装置の操作による発電所施設の

事故環境把握 

原子力防災管理者 

（本部長） 

副原子力防災管理者 

（１名） 

原子炉主任技術者 

（１名） 

支援班 

（１０名） 

１．本部設置，活動資機材調達 

２．構内在中者人員確認 

（含，協力会社，臨時立入者） 

３．被災者救出・救護 

４．緊急活動要員の確保・輸送 

５．発電所周辺への周知 

６．ヨウ素剤管理 

７．避難誘導 

８．原子力災害医療 

警備班 

（２名） 

１．発電所への出入り制限措置 

情報管理班 

（３名） 

１．情報収集及び一元管理 

２．緊急時対策総本部，東京支社への情報 

提供 

３．各種検討資料の社内調整 

４．緊急事態サイレン吹鳴要請 

５．社内周知 

６．統合原子力防災ネットワークの接続確保 

通報班 

（２名） 

１．関係機関への通報・連絡 

報道班 

（３名） 

１．プレス対応（含，説明骨子作成） 

対外対応班 

（２名） 

１．協定先自治体等への連絡 

技術班 

（２名） 

１．原子力運転データの収集分析及び評価 

２．原子炉の異常拡大防止に必要な運転に関

する技術的措置 

３．原子炉の運転に関する具体的復旧方法，

工程等作成 

放射線管理班 

（５名） 

１．周辺環境の放射能監視及び放出評価 

（含，緊急事態に移行の可能性評価） 

２．放射能の影響範囲の推定 

３．作業に伴う線量管理 

４．放射性物質による汚染の除去 

支援統括（１名） 

情報統括（１名） 

広報統括（１名） 

技術統括（１名） 

プラント監視 

統括（１名） 

②－5
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別図２ 本社原子力防災組織 
②－5

別紙１－５（１５／１６） 

（ ）内は緊急時対策要員のうち 

初期対応に必要な要員数を示す。 

支援班（東京支社） 

（２名） 

１．中央官庁等対応 

２．原子力規制庁緊急時対応センターへの派遣 

統括班 

（６名） 

１．総本部指令の伝達 

２．情報収集 

３．社外関係箇所への連絡及び関係官庁等への

報告連絡 

４．応急措置の検討 

５．統合原子力防災ネットワークの接続確保 

６．その他総本部運営に関する事項 

技術班 

（５名） 

１．事故状況の把握・評価 

２．統括班支援 

広報班 

（５名） 

１．報道機関対応 

２．お客さまへの広報関係 

３．社外諸団体との折衝 

放射線班 

（３名） 

１．放射線被ばく状況の把握・推定 

２．原子力災害医療 

３．その他放射線管理に関する事項 

総務班 

（３名） 

１．食料等の調達及び宿泊施設の手配 

２．被害申出窓口の開設 

警備班 

（３名） 

１．警備関係 

資材班※２ 

（５名） 

１．応急復旧用資機材及び輸送手段の確保 

２．その他必要な物品の調達 

労務班 

（４名） 

１．作業員・応援者の健康管理 

２．社業服の調達 

外部電源復旧班※３ 

（８名） 

１．送電設備被害・復旧状況の把握 

２．送電設備の応急措置・復旧対策の検討 

３．発電所保安用外部電源の送電確保に係る 

  需給運用 

通信班※３ 

（５名） 

１．保安通信回線の確保 

支援班 

（２０名） 

１．支援拠点の設営，運営 

２．情報収集 

３．要員の入退域管理 

４．資機材の調達，輸送 

５．その他原子力災害対策活動の後方支援 

総本部長 

副総本部長（２名）※１ 

地域対応班※２ 

（４名） 

１．原子力防災活動における関係自治体との 

連携 

２．原子力事業者間協力協定に基づく他電力 

との防災活動の連携 

※１  副総本部長の１名は中国電力

ﾈｯﾄﾜｰｸ(株)社長とする。
※２ 中国電力(株)と中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ

(株)の両社で班を構成する。 

※３ 中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ(株)のみで班を
構成する。 

情報システム班 

（４名） 

１．情報共有システムの維持管理 
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別図６ 緊急時体制発令の伝達及び非常招集連絡経路（発電所） 

緊急放送装置，緊急時サイレン 

（通常勤務時間帯の場合） 

通常勤務時間帯以外の時間帯及び 

緊急放送装置で招集できない場合に連絡する経路 

技術統括 

プラント監視統括 

広報統括 

技術班員 

放射線管理班員 

プラント監視班員 

報道班員 

支援班員 

警備班員 

支援統括 

復旧統括 復旧班員 

原子力防災管理者 

連絡責任者 

報告 

情報統括 

発令 

緊急時対策本部副本部長他 

非常招集 非常招集 

対外対応班員 

情報管理班員 

通報班員 

②－5
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原子力防災組織の改善に関する考え方 

１．重大事故等の収束に向けた原子力防災管理者等の役割の明確化，原子力防災組織の増員及

び発電用原子炉主任技術者の原子力防災組織内における位置付けの明確化 

  重大事故等の事故収束に向けて，原子力防災管理者，副原子力防災管理者及び機能班につ

いて役割を明確にするとともに人数を増加させた原子力防災組織を確立する。 

また，発電用原子炉主任技術者については，既に号炉ごとに選任し保安監督させるととも

に発電所の組織とは独立した立場としているが，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故において災害対応が長期化したことを踏まえ，原子力防災管理者へ助言及び指示する位置

付けとすべく原子力防災組織内に位置付け，確実な事故収束を図る。 

２．原子力事業所災害対策支援拠点に関する事項（候補地の選定，必要な要員及び資機材の確

保） 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故において，発電所外からの支援に係る対応拠

点を活用したことを踏まえ，島根原子力発電所においても同様な機能を分散して有する候補

地をあらかじめ選定し，必要な要員及び資機材を確保する。候補地点の選定に当たっては，

原子力災害発生時における風向等を考慮し，島根原子力発電所からの方位，距離（約 20㎞

圏内外）が異なる地点を複数選定する。 

３．原子力緊急事態支援組織に関する事項（他の原子力事業者と共同で組織を設置，定期的な

訓練の実施，組織のさらなる拡充に向けての検討） 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故において，放射性物質による汚染により災害

対策要員が発電所内に立ち入ることができず，ロボット，無人機等遠隔操作が可能な資機材

を活用して発電所の災害状況を確認したことを踏まえ，東京電力株式会社福島第一原子力発

電所事故対応で使用した資機材と同様な資機材をあらかじめ確保し，訓練により操作に習熟

する。現在，原子力事業者共同で支援組織を運用しており，平成 28年３月に要員及び資機

材を増強し，平成 28 年 12 月より美浜原子力緊急事態支援センターとして本格的に運用を

開始している。 

４．シナリオ非提示型の原子力防災訓練の実施 

  東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故において，従来から原子力防災訓練で実施し

てきたシナリオ通りには事態が進行せず，事態の進展が早かった事などから混乱を生じたこ

とを踏まえ，防災訓練参加者に対しシナリオを非提示とする訓練形式を加えることにより，

訓練参加者が自ら考え，活動する原子力防災訓練を実施していく。 

別紙１－６（１／１） 
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別紙１－７（１／３） 

（抜粋） 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙１－７（２／３） 
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別紙１－７（３／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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原子力発電保安委員会の開催実績（令和元年度） 

開催月 回数 内容 

４月 ０ 

５月 ０ 

６月 １ ・島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画の読み替え

７月 １ ・島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画の修正

８月 ０ 

９月 ０ 

10 月 １ ・原子力災害対策規程 原子力災害対策細則の改正

11 月 ０ 

12 月 ０ 

１月 ２ ・島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画の修正

・島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画の修正

２月 １ ・原子力災害対策規程の改正

３月 ２ ・島根原子力発電所 原子炉施設保安規定の変更認可申請

・保安規程［電気事業用電気工作物（原子力発電工作物）］の変更届出

・島根原子力発電所 原子炉設置許可に係る届出

・令和２年度保安教育実施計画の策定

・電源事業本部保安業務要領の改正

・原子炉施設の定期的な評価基本要領の改正

・原子力部門戦略会議運営手順書の改正

・主任技術者の選任・解任および職務等に関する基本要領の改正

・原子力災害対策細則の改正

・輸入廃棄物管理手順書等の制定

別紙１－８（１／１） 
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原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 

開催月 回数 内 容 

４月 ２ ・初期消火活動のための体制の評価および評価結果に基づく必要な

措置

・2019 年度 保守管理要領に基づく保守管理の有効性評価結果（年度

始）について

５月 ２ ・原子力発電保安運営委員会構成委員の変更について

・２号機点検計画の策定・変更について（トーラス関係記録計）

・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

・２号機点検計画の変更について（サイトバンカ建物シャワードレ

ンサンプポンプ）

・異常事象発生時の対応要領第 84 次改正について

６月 １ ・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

７月 ５ ・２号機Ｈ－ディーゼル機関燃料ドレンへの水混入事象に伴う点検

計画変更について

・サイトバンカ設備シャワドレンサンプの運用廃止に伴うシャワド

レンサンプレベル計の点検計画変更について

・空気中の放射性物質濃度測定記録の復元方法について

・設備別運転要領書（サイトバンカ設備・焼却設備・溶融設備）第

26 次改正について

・空気中の放射性物質濃度測定記録の復元方法について

・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

・モニタリングポスト電源多重化強化に係る非常用発電装置更新対

応計画書について

８月 ０ 

９月 ２ ・異常事象発生時の対応要領第 86 次改正について

・原子力規制庁からの内閣危機管理監参集事象時における連絡方法

の各社統一化要請に係る対応計画

10 月 ３ ・異常事象発生時の対応要領第 87 次改正について

・１号機廃止措置段階第１回保全サイクルの保全の有効性評価

・２号機点検計画の変更について（原子炉建物天井クレーン）

11 月 ２ ・異常事象発生時の対応要領第 88 次改正について

・溶接事業者検査実施手順書第 29 次改正について

12 月 １ ・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

１月 ０ 

２月 １ ・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

別紙１－９（１／２） 
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開催月 回数 内 容 

３月 ６ ・２号機点検計画の変更について（２号機供用期間中検査 10 年計画

の変更）

・他の施設から得られる知見に係る予防処置について

・保守管理要領の第 34 次改正について

・島根原子力発電所溶接事業者検査実施手順書の第 30 次改正につい

て

・放射線管理要領の第 25 次改正について

・廃止措置管理要領の第３次改正について

・発電部要領類の改正について

・異常事象発生時の対応要領の第 89 次改正について

・電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者の職務等に関す

る運用手順書の第８次改正について

・廃止措置主任者の職務等に関する運用手順書の第５次改正につい

て

・燃料管理要領の第 18 次改正について

・放射性廃棄物管理要領の第 20 次改正について

・島根原子力発電所定期事業者検査実施手順書の第 42 次改正につい

て

・島根原子力発電所施設定期検査（廃止措置段階）運用手順書の廃

止について
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電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木， 

電源建築）及び島根原子力発電所在籍技術者並びに有資格者の人数 

（令和２年７月１現在） 

技術者 

の 

総人数 

技術者

のうち

管理者

の人数

技術者のうち有資格者数 

原子炉

主任技

術者有

資格者

の人数 

第一種

放射線

取扱主

任者有

資格者

の人数 

第一種

ﾎﾞｲﾗｰ･

ﾀｰﾋﾞﾝ

主任技

術者有

資格者

の人数

第一種 

電 気 

主任技

術者有

資格者

の人数 

運転責 

任者の 

基準に 

適合し 

た者の

人 数 

本

社

電 源 事 業 

本   部 

(原子力品質 

保証，原子力 

管理，原子力 

安全技術） 

172 25 

（25） 

14 47 1 2 1 

電 源 事 業 

本   部 

(電源土木， 

電源建築） 

50 13 

（13） 

0 0 0 0 0 

島 根 

原子力 

発電所 

465 

［17］ 

52 

（52） 

［3］ 

6 

［1］ 

37 

［3］ 

14 

［0］ 

7 

［0］ 

19 

［1］ 

合 計 687 90 

（90） 

20 84 15 9 20 

（ ）内は，管理者のうち，技術者としての経験年数が 10 年以上の人数を示す。 

［ ］内は，島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の人数を示す。 

別紙２－１（１／１） 
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全社と原子力部門の採用人数について 

（令和２年７月１日現在） 

年度 

全社 原子力部門 比率 

人数(a) 
前年比の 

増減率 
人数(b) 

前年比の 

増減率 
（b/a） 

平成22年度 199 149% 55 129% 28% 

平成23年度 226  14% 54 -2% 24% 

平成24年度 227   0% 43 -20% 19% 

平成25年度 224 -1% 15 -65%  7% 

平成26年度 184 -18% 14 -7%  8% 

平成27年度 143 -22% 15   7%  10% 

平成28年度 158  10% 11 -27%  7% 

平成29年度 177  12% 15  36%  8% 

平成30年度 253  43% 20  33%  8% 

平成31年度 211 -17% 17 -15%  8% 

令和２年度 204 -3% 17 0% 8% 

（注）中途採用を含む。 
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有資格者の人数の推移（至近５ヶ年） 

資格 所属員 
平成 28 年 

４月 

平成 29年 

４月 

平成 30年 

４月 

平成 31年 

４月 

令和２年 

７月 

技
術
者
【
参
考
】

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

原子力安全技術) 

124 146 146 153 173 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

42 40 43 57 50 

島根原子力発電所 454 448 451 454 465 

合計 620 634 640 664 688 

原
子
炉
主
任
技
術
者

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

原子力安全技術) 

14 14 16 17 14 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

0 0 0 0 0 

島根原子力発電所 12 14 11 7 6 

合計 26 28 27 24 20 

第
一
種
放
射
線
取
扱
主
任
者

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

原子力安全技術) 

42 49 43 47 47 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

0 0 0 0 0 

島根原子力発電所 38 37 46 44 37 

合計 80 86 89 91 84 
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資格 所属員 
平成 28年 

４月 

平成 29年 

４月 

平成 30年 

４月 

平成 31年 

４月 

令和 2 年 

７月 

第
一
種
ボ
イ
ラ
ー
・
タ
ー
ビ
ン

主
任
技
術
者

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

 原子力安全技術) 

2 2 1 1 1 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

0 0 0 0 0 

島根原子力発電所 18 16 15 15 14 

合計 20 18 16 16 15 

第
一
種
電
気
主
任
技
術
者

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

 原子力安全技術) 

2 3 2 1 2 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

0 0 0 0 0 

島根原子力発電所 6 6 6 7 7 

合計 8 9 8 8 9 

運
転
責
任
者
の
基
準
に

適
合
し
た
者

本

社

電源事業本部 

(原子力品質保証， 

原子力管理， 

 原子力安全技術) 

0 0 0 1 1 

電源事業本部 

(電源土木，電源建

築) 

0 0 0 0 0 

島根原子力発電所 25 25 21 20 19 

合計 25 25 21 21 20 

別紙２－３（２／２） 

③－5

④－5

添付-74

92



文書番号 QMS5-01-X00-14 

制 定 日 2008.02.01 

承 認 日 2020.03.30 

施 行 日 2020.04.01 

主任技術者の選任・解任 

および職務等に関する基本要領 

（抜粋） 

中国電力株式会社 

電源事業本部 

別紙２－４（１／５） 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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原子炉主任技術者資格取得に向けた取組み 

１．受験者選任制度（社内制度）を活用した資格取得の推進 

原子炉主任技術者等の重要国家資格の取得に向け，年度初めに受験者を選任

し，本人に通知することで，受験に対する意識付けを行っている。 

なお，受験者として選任された者は，教育訓練への優先派遣や他業務に優先

した受験等の優遇措置が受けられる。 

２．個別試験対策 

（１）筆記試験対策

・教育訓練への派遣

原子炉研修一般課程（日本原子力研究開発機構） 

原子炉工学特別講座（日本原子力研究開発機構） 

原子炉主任技術者受験講習コース（日本原子力発電株式会社） 等 

・受験者を対象とした勉強会を実施

講師：社内有資格者 

頻度：１回／週程度 

（２）口答試験対策

シミュレータを使用した挙動確認等を実施

３．その他の取組み 

・合格者への報奨金を支給

・東京大学大学院工学系研究科原子力専攻（専門職大学院）への派遣

別紙２－５（１／１） 
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島根原子力発電所における自然災害及び重大事故等対応に関する 

有資格者数 

（令和２年７月１日現在） 

資格名称 用 途 
必要な

人数 

有資格

者数 

令和２年

度取得計

画 

大型自動車 

大量送水車 

大型送水ポンプ車 

移動式代替熱交換設備 

可搬式窒素供給装置 

大型ホース展張車（150A） 

大型ホース展張車（300A） 

化学消防自動車 

小型動力ポンプ付水槽車 

23 154 14 

けん引 移動式代替熱交換設備 11 64 14 

大型特殊 ホイールローダ ８ 30 ０ 

小型移動式クレー

ン 
大型送水ポンプ車 15 168 ３ 

危険物取扱者 

（乙種第４類）

燃料給油（軽油） 

タンクローリ
７ 402 14 

玉掛け 水中ポンプ吊上げ 15 292 ９ 

車両系建設機械 ホイールローダ ８ 49 ０ 

中型自動車 ※１ 

高圧発電機車 

タンクローリ

第１ベントフィルタ出口

水素濃度計 

中型ホース展張車（150A） 

14 257 
２ 

※２

普通自動車 
放射能観測車 

サーベイ車
７ 509 － 

小型船舶操縦士 海上モニタリング ２ 15 ２ 

※１：中型自動車の取得者数は，中型自動車と中型自動車（８t）限定の合計数

※２：大型自動車の取得により有資格者（運転可能な者）を確保する
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島根原子力発電所における不具合事例の展示 

パネル，不具合設備，資料の展示 

タービン抽気系配管の減肉

原子炉再循環ポンプメカニカルシール不具合 

別紙２－８（１／１） 
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原子力発電所内訓練施設を活用した研修及び訓練の実績について 

（令和元年度） 

研修コース 主な内容 受講者数 

初級

教育 

力量「初級」認定者あ

るいは，それに準ずる

知識・技能を持ってい

る原子力部門の要員 

・安全作業に必要な基礎知識

・機械関係測定器の取扱い，一般弁，

継手及びポンプの基礎知識

・電気関係測定器の取扱い，計測・制

御，しゃ断器及び電動機の基礎知識

266 

中級

教育 

力量「中級」認定者あ

るいは，それに準ずる

知識・技能を持ってい

る原子力部門の要員 

・継手，電動弁リミトルク，自動制御

等，各設備の原理，構造及びシーケ

ンスの読み方等の基礎知識

・設備故障時の対応，ポンプ分解点検

及び組立後の試運転時の保守技術，

立会ポイント

142 

専門

教育 

力量「初級」認定者以

上の知識・技能を持っ

ている原子力部門の

要員 

・一般弁，安全弁，調節弁等の構造，

機能，分解点検

・立型ポンプ，大型ポンプ，ＭＳＩＶ

駆動装置等の構造，機能，分解点検

・立型高圧電動機，しゃ断器の構造，

機能，分解点検

・工業計器，放射線モニタ等の原理，

構造，点検

・振動の基礎知識，測定方法，異常軸

受の診断

・非破壊検査の原理，検査方法

143 

別紙３－１（１／１） 
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安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の実績について 

１．全交流動力電源喪失事象について，当直連携訓練を実施 

２号炉運転員 ３号炉運転員 

平成 29 年度 70 名 ０名 

平成 30 年度 74 名 ０名 

令和元年度 70 名 ０名 

２．ＢＴＣで行われる訓練「ＳＡ訓練コース（上級）」を実施 

（上級Ｓを含む） 

当直長 当直長以外 

平成 29 年度 ４名 ２名 

平成 30 年度 ４名 ４名 

令和元年度 １名 ７名 

別紙３－２（１／１） 
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（抜粋） 

添付-86

104



別紙３－３（２／２） 
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別紙３－４（２／２） 
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別紙３－５ 

原子力発電保安運営委員会の開催実績 

（令和元年度） 

原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 

月 日 内容 備考 

５ 15 

発電所における予防処置の処置計画・スクリー

ニングについて

６ 11 

７ 18 

12 ５ 

２ 21 

３ ５ 

⑤－3，⑥－6
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過去３年間の海外派遣者実績について 

平成 29 年度から令和元年度までの主な海外派遣者（出張）の実績を以下に示す。 

年度 

(人数) 
件 名 派遣者数 

平成 29 年度 

(13 名) 

米国電力研究所（EPRI）への派遣 1 

世界原子力発電事業者協会（WANO）ロンドン事務所出向 1 

欧州原子力発電所における炉内点検装置等に関する調査 1 

欧州原子力事業者のサイバーセキュリティおよび PRA に関する

調査 

2 

米国原子力発電運転協会（INPO）への CAP ガイドラインに関す

る調査 

1 

米国原子力事業者における炉内構造物の非破壊検査等に関する

調査 

2 

米国原子力事業者におけるサイバーセキュリティ対策調査 2 

海外原子力発電所における安全対策に関する調査 3 

平成 30 年度 

（7名） 

米国電力研究所（EPRI）への派遣 1 

欧州原子力発電所における放射線防護規格に関する調査 1 

米国原子力発電所における火災防護に関する調査 1 

米国原子力発電所における IMAC 視察 1 

米国原子力事業者における炉内構造物の非破壊検査等に関する

調査 

3 

令和元年度 

（11 名） 

米国電力研究所（EPRI）への派遣 2 

欧州原子力発電所における BOP 閉止装置に関する調査 2 

米国原子力事業者における炉内構造物の非破壊検査等に関する

調査 

2 

海外原子力発電所における安全対策に関する調査 4 

米国原子力事業者におけるデジタル技術に関する調査 1 

別紙３－６ 
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別紙４－１（１／２） 

原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の 

基準に関する規則を踏まえた品質マネジメントシステム計画について 

当社における品室保証活動については，「原子力発電所における安全のため

の品質保証規程」（JEAC4111-2009)に基づき品質保証活動を実施してきた。今

般の「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に

関する規則」（品管規則）の施行（令和２年４月１日）を踏まえ，追加された

要求事項について品質マニュアルおよび保安規定の品質マネジメントシステ

ム計画に反映した。

主な反映内容は以下の通りである。
本審査資料 
(4)品質保証活動

本審査資料に係る品
管規則の追加要求事
項 

品質マニュアルへの
反映内容 

保安規定第 3 条(品
質マネジメントシス
テム計画)への反映
内容

a.(a)及び(b) 
品質マネジメン
トシステム

第一条（目的） 
・「原子力施設の保安

のための業務に係
る品質管理に必要
な体制の基準を定
めることにより，
原子力の安全を確
保することを目的
とする」ことが明
確にされた。 

品証規程 
第１条（目的） 
・「原子力安全を達
成・維持・向上さ
せるため，品質マ
ネジメントシステ
ムを確立し，実施
し，評価確認し，
継続的に改善す
る」旨を明記した。 

1. 目的
・「発電所の安全を達

成・維持・向上さ
せるため，品管規
則および同解釈に
基づく品質マネジ
メントシステムを
確立し，実施し，
評価確認し，継続
的に改善する」旨
を明記した。

a.(c)及び(d) 
文書及び記録管
理 

第七条（文書の管理） 
・文書制定時の妥当
性確認及び定期的
なレビューを行う
者の明確化

・文書の管理に文書
の保護に関する事
項を追加

・文書改定手続きと
入力情報の管理の
追加

品証細則 
4.2.3 文書の管理 
・(1)及び(2)に追加
要求内容を追加し
た。

4.2.3 文書の管理 
・(1)及び(2)に追加
要求内容を追加し
た。

a.(e) 
品質保証活動に
係る体制 

第九条（経営責任者
の原子力の安全のた
めのリーダーシッ
プ） 
・経営責任者及び全
ての階層の管理者
のリーダーシップ
に関する事項の追
加

品証規程 
第６条（経営責任者
の原子力の安全のた
めのリーダーシッ
プ） 
・経営責任者につい
ては第１項で，全
ての階層の管理者
については同項
(8)に追加要求内
容を追加した。

5.1 経営責任者の原
子力の安全のための
リーダーシップ
・経営責任者につい
ては第１項で，全
ての階層の管理者
については同項
(8)に追加要求内
容を追加した。

⑦－1  ⑧－1
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別紙４－１（２／２） 

本審査資料 
(4)品質保証活動

本審査資料に係る品
管規則の追加要求事
項 

品質マニュアルへの
反映内容 

保安規定第 3 条(品
質マネジメントシス
テム計画)への反映
内容

a.(f)，(g)及び
(h) 
品質方針及び品
質目標 

該当する追加要求な
し 

同左 同左 

a.(i)及び(j) 
マネジメントレ
ビュー

第十九条（マネジメ
ントレビューに用い
る情報）
・マネジメントレビ
ューのインプット
項目の追加

品証細則 
5.6.2 マネジメン
トレビューへのイン
プット
・(12)及び(13)に追
加要求内容を追加
した。

5.6.2 マネジメント
レビューに用いる情
報
・12)及び 13)に追加

要求内容を追加し
た。

a.(k) 
内部コミュニケ
ーション 

該当する追加要求な
し 

同左 同左 

b.(a)及び(b) 
調達管理 

第三十五条（調達物
品等要求事項） 
・調達プロセスへの
規制機関の立入を
可能（フリーアク
セス）とする措置
の追加

品証細則 
7.4.2 調達物品等
要求事項 
・(1)f.に追加要求内

容を追加した。 

7.4.2 調達物品等要
求事項 
・(2)に追加要求内容

を追加した。 

b.(c) 
不適合管理及び
是正処置 

第五十二条（是正処
置等） 
・不適合及び是正処
置の見直し

品証細則 
8.5.2 是正処置等 
・追加要求内容を追
加した

8.5.2 是正処置等 
・追加要求内容を追
加した。
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別紙４－２（1／29） 
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別紙４－２（2／29） 
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別紙４－２（3／29） 
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別紙４－２（4／29） 

⑦－1

⑧－1

⑦－13
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別紙４－２（5／29） 

⑦－13
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別紙４－２（6／29） 
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別紙４－２（7／29） 
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別紙４－２（8／29） 

⑦－2

⑧－2

⑦－3

⑧－3
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別紙４－２（9／29） 

⑦－2

⑧－2

⑦－3

⑧－3

添付-102
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別紙４－２（10／29） 

⑦－2

⑧－2

⑦－3

⑧－3
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別紙４－２（11／29） 

⑦－2

⑧－2

⑦－3

⑧－3

添付-104
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別紙４－２（12／29） 

⑦－2

⑧－2

⑦－3

⑧－3
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別紙４－２（13／29） 

⑦－2，⑧－2

⑦－3

⑧－3
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124



別紙４－２（14／29） 

⑦－3，⑧－3

添付-107

125



別紙４－２（15／29） 

⑦－5，⑧－5

⑦－9，⑧－9

⑦－5，⑧－5

⑦－6，⑧－6

添付-108

126



別紙４－２（16／29） 

⑦－7，⑧－7

添付-109

127



別紙４－２（17／29） 

⑦－7，⑧－7

⑦－9，⑧－9

⑦－7，⑧－7
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別紙４－２（18／29） 

⑦－7，⑧－7

⑦－9，⑧－9
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129



別紙４－２（19／29） 

添付-112

130



別紙４－２（20／29） 

⑦－3，⑧－3

添付-113

131



別紙４－２（21／29） 

添付-114

132



別紙４－２（22／29） 

添付-115

133



別紙４－２（23／29） 

⑦－14

⑦－15

⑦－18

⑧－14

⑦－14

添付-116

134



別紙４－２（24／29） 

⑦－15⑦－14

⑦－16

添付-117

135



別紙４－２（25／29） 
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136



別紙４－２（26／29） 

添付-119

137



別紙４－２（27／29） 

⑦－17，⑧－13

添付-120

138



別紙４－２（28／29） 

⑦－17，⑧－13

添付-121

139



別紙４－２（29／29） 

⑦－17，⑧－13

添付-122

140



別紙４－３（１／１） 

品質マネジメントシステム文書体系 

⑦－2，⑧－2
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別紙４－４（１／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-124

142



別紙４－４（２／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-125

143



別紙４－４（３／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-126

144



別紙４－４（４／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-127

145



別紙４－４（５／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-128

146



別紙４－４（６／６） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-129
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別紙４－５（１／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

（抜粋） 

添付-130
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別紙４－５（２／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-131

149



別紙４－５（３／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-132

150



別紙４－５（４／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-133

151



別紙４－５（５／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-134

152



別紙４－５（６／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-135

153



別紙４－５（７／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-136

154



別紙４－５（８／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-137

155



別紙４－５（９／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-138

156



別紙４－５（１０／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-139

157



別紙４－５（１１／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-140

158



別紙４－５（１２／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-141

159



別紙４－５（１３／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-142

160



別紙４－５（１４／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-143

161



別紙４－５（１５／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-144

162



別紙４－５（１６／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-145

163



別紙４－５（１７／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-146

164



別紙４－５（１８／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-147

165



別紙４－５（１９／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-148

166



別紙４－５（２０／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-149

167



別紙４－５（２１／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-150

168



別紙４－５（２２／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-151

169



別紙４－５（２３／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-152

170



別紙４－５（２４／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-153

171



別紙４－５（２５／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-154

172



別紙４－５（２６／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-155

173



別紙４－５（２７／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-156

174



別紙４－５（２８／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-157

175



別紙４－５（２９／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-158

176



別紙４－５（３０／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-159

177



別紙４－５（３１／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-160

178



別紙４－５（３２／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-161

179



別紙４－５（３３／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-162

180



別紙４－５（３４／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-163

181



別紙４－５（３５／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-164

182



別紙４－５（３６／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-165

183



別紙４－５（３７／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-166

184



別紙４－５（３８／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-167

185



別紙４－５（３９／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-168

186



別紙４－５（４０／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-169

187



別紙４－５（４１／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-170

188



別紙４－５（４２／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-171

189



別紙４－５（４３／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-172

190



別紙４－５（４４／４４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-173
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別紙４－６（1／13） 

（抜粋） 

添付-174
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別紙４－６（2／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-175

193



別紙４－６（3／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-176

194



別紙４－６（4／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-177

195



別紙４－６（5／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-178

196



別紙４－６（6／13） 
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

 

添付-179

197



別紙４－６（7／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-180

198



別紙４－６（8／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-181

199



別紙４－６（9／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-182

200



別紙４－６（10／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-183

201



別紙４－６（11／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-184

202



別紙４－６（12／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-185

203



別紙４－６（13／13） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  
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別紙４－７（１／５） 
品質方針（抜粋）

⑦－5，⑧－5

添付-187

205



別紙４－７（２／５） 

⑦－5，⑧－5

添付-188

206



別紙４－７（３／５） 

⑦－5，⑧－5

添付-189

207



別紙４－７（４／５） 

⑦－5，⑧－5

添付-190

208



別紙４－７（５／５） 

⑦－5，⑧－5

添付-191

209



別紙４－８（１／４） 

品質方針の組織内への伝達方法について 

〇社内イントラネット画面（１/６） 

〇社内イントラネット画面（２/６） 

⑦－6

⑧－6

添付-192

210



別紙４－８（２／４） 

〇社内イントラネット画面（３/６） 

〇社内イントラネット画面（４/６） 

⑦－6，⑧－6

添付-193

211



別紙４－８（３／４） 

〇社内イントラネット画面（５/６） 

〇社内イントラネット画面（６/６） 

⑦－6，⑧－6

添付-194

212



別紙４－８（４／４） 

〇社内事務所掲示状況 

○配付しているカード

⑦－6，⑧－6

添付-195
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別紙４－９（１／８） 

（抜粋） 

添付-196

214



別紙４－９（２／８） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-197

215



別紙４－９（３／８） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-198

216



別紙４－９（４／８） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  

添付-203

221
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（抜粋） 
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別紙４－11（１／１） 

委員会等の開催実績 

時期 

委員会等 

令和元年度 

上期 下期 

原子力品質保証委

員会 

令和元年５月９日 令和元年 10 月 28 日 

令和元年６月６日 令和２年２月 14 日 

令和元年９月 25 日 令和２年３月 16 日 

ＱＭＳ推進者会議 令和元年５月７日 令和元年 10 月 23 日 

令和元年５月 30 日 令和２年 2 月 12 日 

令和元年９月 18 日 令和２年 3 月 11 日 

－ 令和２年 3 月 13 日 

電源事業本部 

原子力品質保証運

営委員会 

令和元年５月 15 日 令和元年 11 月 11 日 

令和元年８月 21 日 令和２年 3 月 25 日 

令和元年９月 27 日 － 

島根原子力発電所 

原子力品質保証運

営委員会 

令和元年５月 17 日 令和元年 12 月 12 日 

令和元年５月 30 日 令和元年 12 月 27 日 

令和元年９月 27 日 令和２年１月 28 日 

－ 令和２年３月３日 

－ 令和２年３月 24 日 

－ 令和２年３月 25 日 

－ 令和２年３月 26 日 

－ 令和２年３月 27 日 

原子力発電所 

土木建築関係 品質

保証運営委員会 

令和元年５月 14 日 令和２年１月 23 日 

令和元年５月 20 日※ 令和２年３月 23 日 

－ 令和２年３月 27 日 

※：書面による開催（日付は決定日を示す。） 

⑦－12，⑧－12
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令和２年度 新入社員教育 年間教育スケジュール 

１．主な教育内容 

（１）電源事業本部 原子力人材育成センターは，以下の原子力に関する教育を実施する。

（ａ）原子力関係の設備，系統に関係する基礎知識

（ｂ）原子力の安全性，必要性に関係する基礎知識

（ｃ）原子炉基礎理論（原子炉物理他）

（ｄ）一次系統の知識習得に向けた繰り返し講義，研修

（ｅ）運転訓練シミュレータ教育

（ｆ）品質保証の基礎

（ｇ）原子炉，タービン，電気設備他，発電所設備の見学

（２） （株）ＰＥＴでは，以下の教育を実施する。

（ａ）力量認定に係わる初級教育（安全，機械，電気）

（ｂ）労働安全衛生法第 59 条関係の電気取扱い業務に係わる特別教育

（ｃ）火力発電設備の概要

（ｄ）技術一般教育関係（自動制御，シーケンス）の基礎知識

（ｅ）ヒューマンファクター教育

（ｆ）安全，衛生に関する基礎知識

（ｇ）安全意識，心構え

（３）島根原子力発電所の「点検不備問題」の風化防止対策として，「点検不備問題に関する教育」に

ついて講義及び e ラーニングを新入社員基礎教育期間中に実施する。（平成 25 年度より，新入社

員基礎教育期間中に実施） 

別紙５－１（１／１） 

⑨－1

⑨－1

添付-223
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原子力部門 

技術系新入社員基礎教育 

手順書

（抜粋） 

中国電力株式会社 

電源事業本部 

原子力人材育成センター 

文書番号 QMS6-01-G04-03 

制定日 2017.10.02 

承認日 2020.03.26 

施行日 2020.04.01 

別紙５－２（１／３） 

添付-224
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別紙－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙５－２（３／３） 
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原子力部門 教育訓練手順書 

（抜粋） 

中国電力株式会社 

電源事業本部（原子力管理）

文書番号 QMS6－01－G01－32 

制定日 2008.02.01 

承認日 2020.03.27 

施行日 2020.04.01  

別紙５－３（１／５） 
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別紙５－３（２／５） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙５－３（３／５）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙５－３（４／５） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙５－３（５／５） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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島根原子力発電所 

原子炉施設保安規定 

（抜粋） 

令和２年９月 

中国電力株式会社 

別紙５－４（１／２） 

添付-232

250



６．資源の管理 

６．１ 資源の確保 

組織は，原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる資源を４．２．１（３）

の表の６．１項，６．２項および７．１項に係る文書において明確に定め（本品質マネジメン

トシステム計画の事項を実施するために必要な資源を特定した上で，組織の内部で保持すべき

資源と組織の外部から調達できる資源（組織の外部から調達する者を含む。）とを明確にし，

それを定めていることをいう。），これを確保し，および管理する。

（１）要員

（２）個別業務に必要な施設，設備およびサービスの体系（JIS Q9001 の「インフラストラク

チャ」をいう。）

（３）作業環境（作業場所の放射線量，温度，照度，狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能

性がある事項を含む。） 

（４）その他必要な資源

６．２ 要員の力量の確保および教育訓練 

（１）組織は，個別業務の実施に必要な技能および経験を有し，意図した結果を達成するため

に必要な知識および技能ならびにそれを適用する能力（以下「力量」という。また，力量

には，組織が必要とする技術的，人的および組織的側面に関する知識を含む。）が実証さ

れた者を要員に充てる。 

（２）組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応じて，４．２．１（３）

の表の５．４．１項および６．２項に係る文書を確立し，次に掲げる業務を行う。

ａ．要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。

ｂ．要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置（必要な力量を有する要員を新た

に配属し，または雇用することを含む。）を講ずること。 

ｃ．教育訓練その他の措置の実効性を評価すること。 

ｄ．要員が自らの個別業務について，次に掲げる事項を認識しているようにすること。 

（ａ）品質目標の達成に向けた自らの貢献 

（ｂ）品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

（ｃ）原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

ｅ．要員の力量および教育訓練その他の措置に係る記録を作成し，これを管理すること。 

⑨－4

別紙５－４（２／２） 
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力量および教育訓練基本要領 

（抜粋） 

中国電力株式会社 

電源事業本部 

文書番号 QMS6-01-X00-19 

制定日 2008.2.1 

承認日 2020.3.27 

施行日 2020.4.1 

別紙５－５（１／５） 
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別紙５－５（４／５） 
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別紙５－５（５／５） 
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島根原子力発電所 保安教育実績（令和元年度） 

教育名 教育内容 対象者 実施時期 受講者数 

入所時に実施する

教育 

・関係法令及び保安規定の遵守

に関すること

・原子炉施設の構造，性能に関

すること

・原子炉施設の廃止措置に関す

ること

・非常の場合に講ずべき処置に

関すること

発電所新規

配属者 

新入社員：

５月 

転入者： 

随時 

57 

放射線業務従事者

教育 

・関係法令及び保安規定の遵守

に関すること

・原子炉施設の構造，性能に関

すること

・放射線管理に関すること

・核燃料物質及び核燃料物質に

よって汚染された物の取扱

いに関すること

・非常の場合に講ずべき処置に

関すること

放射線業務

従事指定者 

新入社員：

５月～６月 

転入者： 

随時 

46 

その他反復教育 

・関係法令及び保安規定の遵守

に関すること
全所員 ４月～３月 174 

・原子炉施設の運転に関するこ

と（原子炉施設の廃止措置の

運用に関すること）

技術系所員 ４月～３月 281 

・放射線管理に関すること 技術系所員 ４月～３月 261 

・核燃料物質及び核燃料物質に

よって汚染された物の取扱

いに関すること

技術系所員 ４月～３月 264 

・非常の場合に講ずべき処置に

関すること
全所員 ４月～３月 194 

別紙５－７（１／１） 
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２
．
保
修
員
に
対
す
る
教
育
訓
練
の
パ
タ
ー
ン
例

 

階
層
 

初
級
教
育
 

中
級
教
育
 

専
門
教
育
 

対
象
者
 

力
量
「
初
級
」
認
定
者
あ
る
い
は
，
そ
れ
に
準

ず
る
知
識
・
技
能
を
持
っ
て
い
る
原
子
力
部
門

の
要
員
 

力
量
「
中
級
」
認
定
者
あ
る
い
は
，
そ
れ
に
準

ず
る
知
識
・
技
能
を
持
っ
て
い
る
原
子
力
部
門

の
要
員
 

力
量
「
初
級
」
認
定
者
以
上
の
知
識
・
技
能
を
持
っ
て
い

る
原
子
力
部
門
の
要
員
 

主 な 内 容

・
安
全
作
業
に
必
要
な
基
礎
知
識

・
機
械
関
係
測
定
器
の
取
扱
い
，
一
般
弁
，
継

手
及
び
ポ
ン
プ
の
基
礎
知
識

・
電
気
関
係
測
定
器
の
取
扱
い
，
計
測
・
制
御
，

し
ゃ
断
器
及
び
電
動
機
の
基
礎
知
識

・
継
手
，
電
動
弁
リ
ミ
ト
ル
ク
，
自
動
制
御
等
，

各
設
備
の
原
理
，
構
造
及
び
シ
ー
ケ
ン
ス
の

読
み
方
等
の
基
礎
知
識

・
設
備
故
障
時
の
対
応
，
ポ
ン
プ
分
解
点
検
及

び
組
立
後
の
試
運
転
時
の
保
守
技
術
，
立
会

ポ
イ
ン
ト

・
一
般
弁
，
安
全
弁
，
調
節
弁
等
の
構
造
，
機
能
，
分
解

点
検

・
立
型
ポ
ン
プ
，
大
型
ポ
ン
プ
，
Ｍ
Ｓ
Ｉ
Ｖ
駆
動
装
置
等

の
構
造
，
機
能
，
分
解
点
検

・
立
型
高
圧
電
動
機
，
し
ゃ
断
器
の
構
造
，
機
能
，
分
解

点
検

・
工
業
計
器
，
放
射
線
モ
ニ
タ
等
の
原
理
，
構
造
，
点
検

・
振
動
の
基
礎
知
識
，
測
定
方
法
，
異
常
軸
受
の
診
断

・
非
破
壊
検
査
の
原
理
，
検
査
方
法

⑨
－
8
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島根原子力発電所における各年度の社外教育訓練受講実績 

ＮＯ 

年度 

訓練コース 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 
備考 

１ ＢＴＣ初級Ⅰ訓練コース 人 ８ ９ ３ ３ ３ 

２ ＢＴＣ初級Ⅱ訓練コース 人 ６ ８ ３ ３ ３ 

３ ＢＴＣ中級Ⅰ訓練コース 人 ３ ６ １ ２ １ 

４ ＢＴＣ中級ⅠＳ訓練コース 人 ０ ０ ２ ３ ２ 

５ ＢＴＣ中級Ⅱ訓練コース 人 ５ ２ ２ ３ ３ 

６ ＢＴＣ中級ⅡＳ訓練コース 人 ０ ０ ３ ４ ３ 

７ ＢＴＣ中級Ｂ／交流訓練コース 人 ０ ０ ０ ０ ２ 

８ ＢＴＣ中級Ａ訓練コース 人 ０ ０ ０ ２ ０ 

９ ＢＴＣ上級Ⅰ訓練コース 人 ２ １ ０ ０ ２ 

10 ＢＴＣ上級Ⅱ訓練コース 人 ７ ５ ７ ７ ４ 

11 ＢＴＣ上級Ｓ訓練コース 人 ０ ０ ７ ６ ５ 

12 ＢＴＣ  ＳＡ訓練コース（中級） 人 ２ ２ ０ ０ ０ 

13 ＢＴＣ  ＳＡ訓練コース（上級） 人 13 ６ ０ ２ ３ 

14 ＢＴＣチーム評価コース（１日間） チーム ３ ２ １ ２ ２ 

15 
ＢＴＣ１Ｆ事故振返り・対策実践訓練コ

ース（1.5 日間） 
チーム ２ ２ ０ ０ ０ 

16 
ＢＴＣインストラクタ研修コース（５日

間） 
人 ０ ２ ０ ２ ２ 

17 
日本原子力研究開発機構 原子炉工学

特別講座 
人 ５ ０ １ １ ２ 

18 ＪＡＮＳＩ発電所管理者研修 人 ０ ０ ０ ２ ２ 

19 ＪＡＮＳＩ当直課長研修 人 ０ １ ２ ２ ２ 

20 ＪＡＮＳＩ当直副長研修 人 ０ ０ ２ ２ ２ 

21 ＪＡＮＳＩ危機管理研修 人 ６ ５ ３ ４ ３ 

22 ＪＡＮＳＩ発電所長研修 人 １ １ １ １ １ 

23 ＪＡＮＳＩ原子炉主任技術者研修 人 ２ １ １ １ ０ 

24 
東京大学大学院工学系研究科原子力専

攻 
人 ０ １ １ １ １ 

25 
日本原子力発電株式会社 原子炉主任

技術者受験講習コース 
人 ０ ２ ４ １ ０ 

※：訓練コースについては，令和元年度のコース名を記載している。 
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島根原子力発電所における重大事故等対応に関する訓練実績 

訓練の実績 対象 訓練内容 平成 30 年度 令和元年度 

電源機能等喪

失時に係る対

応訓練 

復旧班員 

運転員 

・全交流電源喪失時の構内電源受電訓練 ２回 ２回 

・原子炉補機海水ポンプ用電動機取替訓

練 ２回 ２回 

・１，２号機ディーゼル発電設備，軽油

タンク（560KL）からの燃料抜取り及

び高圧発電機車等への燃料補給訓練
２回 ２回 

・主蒸気逃がし弁（安全弁）駆動用バッ

クアップ用窒素ガスボンベ接続訓練 ２回 １回 

・原子炉及び燃料プールへの消防車によ

る代替注水訓練 ４回 ３回 

・水素爆発防止のための原子炉建物水素

放出装置開放訓練 １回 １回 

・アクセスルートの確保訓練 ９回 ９回 

・蓄電池設備による主蒸気逃がし弁開放

操作訓練 ４回 ４回 

・電源機能等喪失時の運転員対応訓練 ７回 ７回 

・電源喪失時の重要パラメータ監視訓練 ４回 12 回 

緊急時モニタ

リング訓練

放射線管

理班員 

・放射能測定装置による放射性物質の濃

度の代替測定等 １回 １回 

原子力緊急事

態支援組織対

応訓練 

復旧班員 ・ロボット操作訓練 ７回 ６回 

指揮命令訓練 
緊急時対

応要員 

・統括による指揮，各班長への指示，各

班との連携訓練 ４回 ４回 

総合訓練 
緊急時対

応要員 

・通報・連絡訓練

・避難誘導訓練

・アクシデントマネジメント訓練

・電源機能等喪失時対応訓練

・広報対応訓練

・原子力事業者間協力協定対応訓練等

１回 １回 
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重大事故等対応訓練において抽出した課題とその改善活動の例 

訓練実施後は，訓練参加者で訓練を振り返り，問題点について確認し，改善活動を実施して

いる。 

訓練において抽出した課題 改善活動の内容 

ブリーフィング中における緊急時対策本

部内での要員の振る舞いについて明確にな

っていなかったため，本部員のブリーフィ

ング中に，統括が各班の活動で背を向けて

いる場面や，班長が大声で活動を指示する

場面があった。 

ブリーフィング中はブリーフィングに集中

することをルールで明確にし，要素訓練等を通

じて周知を行った。 

各班ロジスティクス担当の招集手段につ

いて，所内放送を用いたが，タイミングに

よっては本部内の発話内容と重なり，聞き

取り辛い場面があった。 

各班ロジスティクス担当のＰＨＳの連絡先

を確認し，ＰＨＳを用いて個別に招集すること

とした。 

オフサイトセンター立上げ支援の要請に

基づく要員の派遣について，手順の見直し

により，派遣までの時間を短縮できる余地

があることを確認した。 

要員派遣の準備開始のタイミングを非常時

体制または緊急時体制発令時とするよう手順

化する。具体的には，以下のとおり。 

非常時体制または緊急時体制が発令された

タイミングでオフサイトセンター派遣要員所

属班長はオフサイトセンター派遣要員へ派遣

準備を指示する。オフサイトセンターからの派

遣要請を情報統括が受信したら，オフサイトセ

ンター派遣要員は発電所を出発する。

時系列管理システムの記載内容が指示な

のか完了なのか不明確な表現があり，内容

を容易に読み取れない場合があった。 

容易に読み取れるよう，冒頭に「指示」「報

告」などを記載するよう手順の見直しを行う。 
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